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はじめに 

 

 

１．新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定 

新型インフルエンザ※１（用語解説参照、以下同様）は、毎年流行を繰り返している

インフルエンザウイルス※２とウイルスの抗原性※３が大きく異なる新型の

ウイルスが出現することにより、およそ10年から40年の周期で発生してい

る。ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫を獲得していないため、

世界的な大流行（パンデミック※４）となり、大きな健康被害とこれに伴

う社会的影響をもたらすことが懸念されている。 

また、未知の感染症である新感染症※５の中でその感染力の強さから新

型インフルエンザと同様に社会的影響が大きいものも発生する可能性が

ある。 

これらが発生した場合には、国家の危機管理として対応する必要がある。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下

「特措法」という。）は、病原性※６が高い新型インフルエンザや同様に

危険性のある新感染症が発生した場合に、国民の生命及び健康を保護し、

国民生活及び経済に及ぼす影響が最小となるようにすることを目的に、国、

地方公共団体、指定公共機関、事業者等の責務、新型インフルエンザ等の

発生時における措置及び新型インフルエンザ等緊急事態措置等の特別の

措置を定めたものであり、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）等

とあいまって、国全体として万全の態勢を整備し、新型インフルエンザ等

への対策の強化を図るために、平成25年４月に施行された。 

 

 

２．国及び都における取組の経緯 

（１）国 

特措法の制定以前から、新型インフルエンザについて、平成17年、「世

界保健機関（ＷＨＯ）世界インフルエンザ事前対策計画」に準じて、「新

型インフルエンザ対策行動計画」を策定して以来、数次の部分的な改定
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及び対策を講じてきた。さらに、平成20年の「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の一部を改正する法律（平

成 20 年法律第 30 号）」で、新型インフルエンザ対策の強化を図り、

平成21年２月、新型インフルエンザ対策行動計画を改定した。 

同年４月、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が発生して世界的大

流行となり、我が国でも発生後１年余りで約２千万人が罹患したと推計

されたが、入院患者数は1.8万人、平成22年９月末現在で死亡者数は203

人であり、死亡率は0.16（人口10 万対）と、諸外国と比較して低い水

準にとどまった。この際の対策実施を通じて、実際の現場での運用や病

原性が低い場合の対応等について多くの知見や教訓が得られた。 

病原性が季節性並であったこの新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）

においても、一時的・地域的に医療資源・物資のひっ迫などもみられ、

病原性が高い新型インフルエンザが発生しまん延する場合に備えるた

め、過去の教訓を踏まえつつ、対策の実効性をより高めるための検討を

重ね、平成24年５月、病原性が高い新型インフルエンザと同様の危険性

がある新感染症も対象とする危機管理の法律として、特措法が成立され

た。 

 

（２）都 

国の行動計画やガイドラインを踏まえ、平成17年12月に「東京都新型

インフルエンザ対策行動計画」を、平成19年３月に「新型インフルエン

ザ対応マニュアル」を策定し、また、平成22年３月に「都政のＢＣＰ（新

型インフルエンザ編）」を策定し、新型インフルエンザ対策を推進して

きた。平成25年４月に特措法が施行されたことに伴い、「新型インフル

エンザ等対策政府行動計画」（以下「政府行動計画」という。）が新た

に作成されたことを踏まえ、新型インフルエンザ等発生時の危機管理対

応の規範とするべく、東京都（以下「都」という。）が既に策定してき

た行動計画等を一本化し、特措法第７条に基づき、平成25年11月新たな

行動計画（以下「都行動計画」という。）が作成された。 

 

 

３．国分寺市の行動計画の策定 

本行動計画は、特措法に基づき、政府行動計画及び都行動計画との整合

を確保しつつ、国分寺市（以下「市」という。）の新型インフルエンザ等
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対策に関する基本方針及び市が実施する措置等を示すものとして策定を

行った。また、病原性の高い新型インフルエンザ等への対応を念頭に置き

つつ、発生した感染症の特性を踏まえ、病原性が低い場合等様々な状況で

対応できるよう、対策の選択肢を示している。 

なお、本行動計画は、新型インフルエンザ等に関する国や都等からの最

新の情報に基づき、適時適切に変更を行うものとする。 

 

 

【用語解説】 

※1 新型インフルエンザ 

トリやブタの世界から人の世界に入り、新たに人から人に感染するようになっ

たもの、またはかつて世界的規模で流行したインフルエンザで、その後流行する

ことなく長期間が経過し、現在の国民が免疫を獲得していないインフルエンザ。

毎年流行を繰り返す季節性のインフルエンザと異なり、ほとんどの人がそのウイ

ルスに対する免疫を持っていないため、ウイルスが人から人へと効率よく感染し、

世界的流行（パンデミック）となるおそれがあるもの。 

※2 インフルエンザウイルス 

インフルエンザウイルスは抗原性の違いから、Ａ型、Ｂ型、Ｃ型に大きく分類

される。人でのパンデミックを引き起こすのはＡ型のみである。Ａ型はさらに、

ウイルスの表面にある赤血球凝集素（HA）とノイラミニダーゼ（NA）という、２

つの糖蛋白の抗原性の違いにより亜型に分類される。（いわゆるA/H1N1、A/H3N2 

というのは、これらの亜型を指している。） 

※3 抗原性 

人間が従来のウイルスと違うと認識できる違いの程度。この違いの程度が大き

ければ、従来のウイルスに対して既に持っている抗体が対応できないため、罹っ

た場合に重症化する可能性が高くなる。 

※4 パンデミック 

感染症の世界的大流行。特に新型インフルエンザのパンデミックは、ほとんど

の人が新型インフルエンザのウイルスに対する免疫を持っていないため、ウイル

スが人から人へ効率よく感染し、世界中で大きな流行を起こすことを指す。 

※5 新感染症 

人から人に伝染すると認められる疾病であって、既に知られている感染性の疾

病とその病状または治療の結果が明らかに異なるもので、当該疾病にかかった場
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合の病状の程度が重篤であり、かつ、当該疾病のまん延により国民の生命および

健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。（感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条第９項） 

※6 病原性 

新型インフルエンザ対策においては、ヒトがウイルスに感染した場合の症状の

重篤度として用いることが多い。なお学術的には、病原体が宿主（ヒトなど）に

感染して病気を起こさせる能力であり、病原体の侵襲性、増殖性、毒素の産生能、

宿主防衛機構の抑制力などを総合した表現。 
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Ⅰ．総論 

 

１．新型インフルエンザ等対策の基本方針 

（１）根拠 

本行動計画は、特措法第８条の規定に基づき策定する計画である。 

 

（２）対象とする感染症（以下「新型インフルエンザ等」という。） 

ア 感染症法第６条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症（以

下「新型インフルエンザ」という。） 

イ 感染症法第６条第９項に規定する新感染症で、その感染力の強さか

ら新型インフルエンザと同様に社会的影響が大きなもの 

 

（３）基本的考え方 

本行動計画は、政府行動計画及び都行動計画に基づき、市における新型

インフルエンザ等への対策の実施に関する基本的な方針や市が実施する

対策を示し、病原性の高い新型インフルエンザ等への対応を念頭に置きつ

つ、発生した新型インフルエンザ等の特性を踏まえ、病原性が低い場合は

弾力的な運用ができるよう、対策の選択肢を示すものである。 

また、国、都、市、市民等の役割や関係機関との連携を示し、加えて、

市の地理的な条件、交通機関等の社会状況等も考慮しつつ、各種対策を総

合的、効果的に組み合わせた対策を目指す。 

  その他、市が必要と認める事柄については適宜定めることとする。 

（４）対策の目的 

新型インフルエンザ等は、ほとんどの人が新型の病原体に対する免疫を

獲得していないため、世界的な大流行（パンデミック）となり、大きな健

康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸念されている。長期的

には、市民の多くが罹患するものであるが、患者の発生が一定の期間に偏

ってしまった場合に、医療提供のキャパシティを超える事態が想定される。

そのような状況を回避するため、感染拡大を可能な限り抑制することが必

要である。 

また、罹患することにより事業者の欠勤者が多数に上り、この人的被害

が長期化することで社会経済に影響を与えることとなる。このため、限ら

れた人員により必要な業務を継続することが求められる。 
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よって、次の２点を主たる目的として、国及び都と連携して対策を講じ

る。 

 

① 感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する。 

○国が行うワクチン製造や都が行う医療提供体制の整備のための時

間を確保するため、感染拡大を抑えて、流行のピークを遅らせる。 

○流行のピーク時の患者数等をなるべく少なくして、必要な患者が適

切な医療を受けられるように促す。 

 

② 市民生活及び経済活動に及ぼす影響が最小となるようにする。 

○地域での感染拡大防止策等により、欠勤者の数を減らす。 

○危機管理対策の作成・実施等により、市民生活及び経済活動の安定

に寄与する業務の維持に努める。 

 

＜対策の効果 概念図＞ 

        

出典：新型インフルエンザ等対策政府行動計画（内閣官房） 

 

（５）発生段階の考え方 

新型インフルエンザ等への対策は、患者発生の状況に応じて講ずるべ

き対応が異なることから、事前の準備を進め、状況の変化に即応した意

思決定を迅速に行うことができるよう、あらかじめ発生の段階を設け、
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各段階において想定される状況に応じた対応方針を定めておく必要が

ある。 

市では、次のように、政府対策本部及び都対策本部が決定する発生段

階に準じて、対策を講じる。 

なお、政府対策本部が市内を対象に特措法第32条に基づき新型インフ

ルエンザ等緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）をした場合

には、都対策本部において、実施が決定された緊急事態宣言下の措置に

市は協力する。 

 

＜新型インフルエンザ等の発生段階＞ 

政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない 

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した 

国内発

生早期 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

国内で患者が発生しているが全ての患者

の接触歴を疫学調査で追える状態で、都内

では患者が発生していない状態。 

地域発生

早期 
都内発生早期 

都内で新型インフルエンザ等の患者が発

生しているが、全ての患者の接触歴を疫学

調査で追える状態。 

国内 

感染期 

   

地域感染

期 

都内感染期 

（裏面参考） 

都内で新型インフルエンザ等の患者の接

触歴が疫学調査で追えなくなった 

小康期 
新型インフルエンザ等の患者の発生が減

少し、低い水準でとどまっている 

 

医療現場においては、患者数により対応が大きく異なる。このため、

都行動計画では、患者の接触歴が追えなくなった時点で「都内感染期」

に移行するが、次のように３つのステージにさらに区分し、きめ細か

い医療体制を整備している。 
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都内感染期 

の医療体制 
状態 

第一ステージ 

(通常の院内体制） 

患者の接触歴が疫学調査で追えなくなり、入院勧告体

制が解除された 

第二ステージ 

（院内体制の強化） 

流行注意報発令レベル（10人／定点）を目安とし入院

サーベイランス等の結果から入院患者が急増している 

第三ステージ 

（緊急体制） 

流行警報発令レベル（30人／定点）を目安とし、更に

定点上昇中、かつ入院サーベイランス等の結果から病

床がひっ迫している 

 

（６）対策実施上の留意点 

市は、国及び都等と相互に連携協力し、新型インフルエンザ等の発生

に備え、又はその発生した時に、特措法その他の法令、国が定める基本

的対処方針に基づき、新型インフルエンザ等への対策を的確かつ迅速に

実施するとともに、市内で関係機関が実施する新型インフルエンザ等へ

の対策を総合的に推進する。 

この場合において、次の点に留意する。 

 

ア 基本的人権の尊重 

新型インフルエンザ等への対策の実施に当たっては、基本的人権

を尊重することとし、市民の権利及び自由に制限を加える場合は、

当該新型インフルエンザ等への対策を実施するため必要最小限のも

のとする。 

具体的には、法令の根拠があることを前提として、市民に対して

十分説明し、理解を得ることを基本とする。 

 

イ 危機管理としての特措法の性格への留意 

特措法は、新型インフルエンザ等が発生し、その病原性が高く感

染力が強い場合、多数の国民の生命・健康に甚大な被害を及ぼすほ

か、全国的な社会・経済活動の縮小・停滞を招くおそれがあり、国

家の危機管理の問題として取り組む必要があるため、危機管理を主

眼において、緊急事態に備えて様々な措置を講じることができるよ

う制度設計されている。 

しかし、新型インフルエンザ等が発生したとしても、病原性の程

度や抗インフルエンザウイルス薬等の対策の有効性などにより、新
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型インフルエンザ等緊急事態の措置を講ずる必要がないこともあり

得る。このため、新型インフルエンザ等の発生状況に応じた柔軟な

対応を行う必要がある。 

 

ウ 関係機関相互の連携・協力の確保 

市対策本部は、都及び他の市区町村の対策本部等と相互に緊密な

連携を図りつつ、総合的に対策を推進する。 

また、市対策本部長は、必要がある場合は、都対策本部長に対し

て、新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うよう要請す

る。 

 

エ 記録の作成・保存 

新型インフルエンザ等が発生した際は、対応を検証して教訓を得

るため、市対策本部における対策の実施に係る記録を作成・保存し、

公表する。 

 

 

２．新型インフルエンザ等発生時の被害想定 

新型インフルエンザは、基本的にはインフルエンザ共通の特徴を有して

いると考えられるが、鳥インフルエンザ※７（Ｈ５Ｎ１）等に由来する病

原性の高い新型インフルエンザの場合には、高い致命率※８となり、甚大

な健康被害が引き起こされることが懸念される。 

本行動計画の策定に当たっては、有効な対策を考える上で、被害想定と

して、罹患者数等の流行規模に関する数値を置くが、実際に新型インフル

エンザが発生した場合、これらの想定を超える事態もあり得るということ

を念頭に置いて対策を検討することが重要である。 

新型インフルエンザの流行規模は、病原体側の要因（出現した新型イン

フルエンザウイルスの病原性や感染力等）や宿主側の要因（人の免疫の状

態等）、社会環境など多くの要素に左右される。 

また、病原性についても高いものから低いものまで様々な場合があり得

るため、その発生の時期も含め、事前にこれらを正確に予測することは不

可能である。 

本行動計画を策定するに際しては、人口の集中する東京の特性を考慮し、

都行動計画の罹患率に準じて市民の約30％が罹患するものとして流行予
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測を行った。 

 

＜流行規模･被害想定＞（市は平成26年２月１日人口118,701人を基に算出） 

  国 都 市 

１ 罹患割合 国民の約25％ 都民の約30％ 市民の30％ 

２ 患者数 1,300万人 

～2,500万人 

3,785,000人 

 

35,610人 

３ 健康被害  

入院患者数 

 53万人 

～200万人 

 

死亡者数 

 17万人 

～64万人 

 

（１）流行予測による被害 

①外来受診者数 3,785,000人  

②入院患者数 291,200人 

③死亡者数 14,100人 

（インフルエンザ関連死亡者数※９） 

（２）流行予測のピーク時の被害   

①１日新規外来患者数 49,300人 

②１日最大患者数 373,200人 

③１日新規入院患者数 3,800人 

④１日最大必要病床数 26,500床 

（１） 

①35,610人 

②2,740人 

③133人 

（２） 

①464人 

②3,511人 

③36人 

④249床 

 

【用語解説】 

※７ 鳥インフルエンザ 

鳥インフルエンザは鳥の感染症であるが、稀に鳥インフルエンザのウイルスが

人に感染し、感染症を引き起こすことがある。ウイルスが種差を超えて、鳥から

人へ感染するのは、感染した鳥またはその死骸やそれらの内臓、排泄物等に濃厚

に接触した場合に限られるとされている。 

※８ 致命率（Ｃａｓｅ Ｆａｔａｌｉｔｙ Ｒａｔｅ） 

流行期間中に新型インフルエンザに罹患した者のうち、死亡した者の割合。 

※９ インフルエンザ関連死亡者数 

インフルエンザの流行によって、インフルエンザによる直接死亡だけでなく、

インフルエンザ感染を契機とした急性気管支炎や肺炎などの呼吸器疾患のほか、

循環器疾患、脳血管疾患、腎疾患などを死因とする死亡も増加することが知られ

ており、インフルエンザの流行評価の指標の１つとされている。 
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３．対策推進のための役割分担 

新型インフルエンザ等から一人でも多くの生命を守り、社会経済への影

響を最小限にするためには、国、都、市、医療機関、薬局、事業者、市民

等、各主体が一体となって感染拡大防止に努めるとともに、市民生活及び

経済活動を維持しなければならない。新型インフルエンザ等が発生すれば、

誰もが罹患する可能性があり、互いに協力してそれぞれの役割を果たすこ

とが求められる。 

 

（１）国 

新型インフルエンザ等が発生したときは、自ら新型インフルエンザ

等への対策を的確かつ迅速に実施し、地方自治体及び指定（地方）公

共機関が実施する新型インフルエンザ等への対策を的確かつ迅速に支

援することにより、国全体として万全の態勢を整備する責務を有する。 

また、新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬

品の調査・研究の推進に努めるとともに、世界保健機関（ＷＨＯ）そ

の他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国際的な連携を確

保し、新型インフルエンザ等に関する調査及び研究に係る国際協力の

推進に努める。 

新型インフルエンザ等の発生前は、「新型インフルエンザ等対策閣

僚会議」及び閣僚会議を補佐する「新型インフルエンザ等及び鳥イン

フルエンザ等に関する関係省庁対策会議」（以下「関係省庁対策会議」

という。）の枠組みを通じ、政府一体となった取組を総合的に推進す

る。 

指定行政機関は、政府行動計画等を踏まえ、相互に連携を図りつつ、

新型インフルエンザ等が発生した場合の所管行政分野における発生段

階に応じた具体的な対応をあらかじめ決定しておく。 

新型インフルエンザ等の発生時には、「政府対策本部」の下で基本

的対処方針を決定し、対策を強力に推進する。 

その際、医学・薬学・公衆衛生等の専門家を中心とした学識経験者

の意見を聴きつつ、対策を進める。 

さらに、特措法28条に基づき、医療の提供並びに国民生活及び国民

経済の安定を確保するため登録事業者に対して実施する特定接種につ

いて、実施主体として速やかに進める。 
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（２）都 

平常時には、都行動計画に基づき、実施体制の整備、関係機関との

調整、資器材の整備など、対策を推進する。 

また、感染症法に基づき、発生動向の監視を行う。 

発生時には、国の基本的対処方針に基づき、医療提供体制の確保や

感染拡大の抑制など都行動計画で定めた対策を的確かつ迅速に実施

し、区市町村及び関係機関等が実施する新型インフルエンザ等への対

策を総合的に推進する。 

 

（３）市 

平常時には、市の新型インフルエンザ等対策行動計画（以下「市行

動計画」という。）を策定し、体制の整備、関係機関との調整など、

対策を推進する。 

発生時には、感染拡大の抑制、住民への予防接種や生活支援など、

市行動計画で定めた対策を、関係機関と連携して的確かつ迅速に実施

し、市内の関係機関等が実施する新型インフルエンザ等への対策を総

合的に推進する。 

 

（４）市民 

平常時には、新型インフルエンザ等に関する情報や発生時にとるべ

き行動など知識の習得に努めるとともに、季節性インフルエンザとし

ても実施されている手洗い、マスク着用、咳エチケット等の個人でも

可能な感染予防策を実践するよう努める。 

また、発生時に備えて、食料品・生活必需品等の備蓄に努める。 

発生時には、市等からの情報に注意し、個人でも可能な感染予防策

の実践や、罹患が疑われる場合における医療機関の受診ルール等を守

り、感染拡大防止に努める。 
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（５）その他の機関 

○医療機関等 

平常時には、新型インフルエンザ等の患者を診療するための院

内感染防止対策や必要となる医薬品・医療資器材の確保等の準備、

診療体制を含めた診療継続計画の策定及び地域における医療連携

体制の整備を推進する。 

発生時には、地域の他の医療機関や関係機関と連携して、診療

体制の強化を含め、発生状況に応じた医療等を提供するよう努め

る。 

○指定(地方)公共機関※10 

平常時には、新型インフルエンザ等対策業務計画を策定し、体

制の整備など対策を推進する。 

発生時には、国、都及び市と相互に連携協力し、市民生活が維

持できるよう医療機能及び社会経済活動維持のための業務を継続

する。 

○登録事業者※11 

特措法第28 条に規定する特定接種の対象となる医療の提供の業

務又は市民生活及び社会機能維持に寄与する業務を行う事業者に

ついては、それぞれの社会的責任を果たすことができるよう、平常

時から、職場における感染予防策の実施や重要業務の事業継続など

の準備を積極的に行う。 

発生時には、事業活動を継続するよう努め、国、都、市等の新型

インフルエンザ等への対策の実施に協力する。 

○一般の事業者 

平常時には、新型インフルエンザ等の発生に備え、職場における

感染予防策や体制の整備に努める。 

発生時には、職場における感染予防策を実施し、都や市等が行う

新型インフルエンザ等への対策に協力する。特に、感染拡大防止の

観点から、多数の者が集まる施設を管理する事業者や催物を主催す

る事業者については、特措法に基づく施設の使用制限の要請等に協

力するなど感染防止のための措置の徹底に努める。 
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【用語解説】 

※10 指定(地方)公共機関（特措法第二条第六項、第七項） 

独立行政法人等および医療、医薬品または医療機器の製造や販売、電気やガス等

の供給等の公益的事業を営む法人で国および都道府県知事が指定する機関 

※11 登録事業者 

医療の提供の業務または生活および経済活動の安定に寄与する業務を行う事業者

で厚生労働大臣の登録を受けた事業者 
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Ⅱ．各論 

 

１．実施体制 

新型インフルエンザ等は、その病原性が高く感染力が強い場合、多数

の市民の生命・健康に甚大な被害を及ぼすほか、社会・経済活動の縮小・

停滞を招くおそれがあり、重要な危機管理問題として取組む必要がある。

このため、市は都及び他の市町村等と相互に連携を図り、一体となった

取組みを行うことが求められる。 

市においては、新型インフルエンザ等の発生段階に応じ関係事業部等

の連携体制を確保しながら、市一体となった取組みを推進する。 

 

 

国分寺市新型インフルエンザ等対策本部 

新型インフルエンザ等の発生段階に応じた市の対応方針の策定、社会

機能の維持に係る措置、予防接種の実施等、新型インフルエンザ等に対

する対策の強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生時において

市民の生命及び健康を保護し、並びに市民生活及び市民経済に及ぼす影

響が最小となるようにすることを目的として、国分寺市新型インフルエ

ンザ等対策本部条例に基づき国分寺市新型インフルエンザ等対策本部

（以下「市対策本部」という。）を設置する。 

   

≪ 市 対 策 本 部 構 成 図 ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長（市長） 

副本部長（副市長・教育長） 

本部員 

国分寺消防署長又はその指名する消防吏員、部長および担当部長、 

教育部長、議会事務局長、会計管理者 

部 
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政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

国・地方公共団体の連携強化 

 市は、国、都、他の市町村等と相互に連

携し、新型インフルエンザ等の発生に備

え、平素からの情報交換、連携体制の確認

を実施する。 
海外発生期 

 

国内発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

【緊急事態宣言が行われている場合の措

置】 

市対策本部の設置 

市は、緊急事態宣言がなされた場合、速や

かに市対策本部を設置する。  

国が示す基本的対処方針等に基づき、市対

策本部において基本方針を決定し、迅速な

対応を図る。 

なお、緊急事態宣言がなされていない場合

であっても、市は特措法に基づかない任意

の対策本部を設置することは可能である。 

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内 

感染期 
地域感染

期 

都内感染期 

 

小康期 

ア 市対策本部の廃止 

市は、緊急事態解除宣言がされたときは、

速やかに市対策本部を廃止する  。 

イ 行動計画の評価 

政府行動計画および都行動計画を踏まえ、

市行動計画に関する評価を行う。  
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２．情報提供・共有 

発生時の危機に対応する情報提供だけでなく、予防的対策として、発

生前においても、市は、新型インフルエンザ等の予防及び感染拡大防止

に関する情報や様々な調査研究の結果などを市民等に情報提供する。こ

うした適切な情報提供を通し、発生した場合の新型インフルエンザ等対

策に関し周知を図り、納得してもらうことが、いざ発生した時に市民に

正しく行動してもらう上で必要である。特に児童、生徒等に対しては、

学校は集団感染が発生するなど、地域における感染拡大の起点となりや

すいことから、保健衛生部署や教育委員会等と連携して、感染症や公衆

衛生について丁寧に情報提供していくことが必要である。 

市は、住民に最も身近な存在であり、感染予防のための普及啓発をは

じめ、予防接種の実施、高齢者・妊婦・慢性疾患者等への支援など重要

な役割を担う。特に、新型インフルエンザ等が発生した当初の病原性が

不明な時点では、感染者はごく僅かであっても、報道内容が刻々と変わ

り、市民の不安が非常に大きくなる。新型インフルエンザ等の発生、流

行状況は、発生国、国際機関（WHO等）、厚生労働省、国立感染症研究

所等から発信されており、市はこれらの情報を収集する。さらに、市は、

感染拡大防止策、医療供給、検査体制の整備・確保について発生段階の

状況に対応した情報収集を行い、適切に市民に情報提供を行う。 

また、迅速かつ遺漏なく情報収集するため、平常時より国・都との連

絡体制を整理し、特に、重要な情報については、複数ルートで情報収集・

確保を行えるよう庁内連携を密にする。 

 

 

（１） 情報提供手段の確保 

市民については、情報を受取る媒体や情報の受取り方が千差万別であ

ることが考えられるため、外国人、障害者など情報が届きにくい人にも

配慮し、受取手に応じた情報提供のためインターネットを含めた多様な

媒体を用いて、理解しやすい内容で、できる限り迅速に情報提供を行う。 
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（２） 情報提供 

ア 平常時の普及啓発 

未発生期から、正しい知識と適切な予防策について周知を図ることが

重要であり、市民一人ひとりが感染予防策を理解することで、はじめて

感染拡大防止が可能となる。特に、学校、保育園、幼稚園等子どもが集

まる施設では、集団感染が発生することで、地域における感染拡大の起

点となる可能性が大きいことから、教育委員会等と連携し、きめ細やか

な情報提供を行う。 

また、発生時、特に発生初期における患者への誹謗中傷、感染が確認

された地域への風評被害が起きないよう、新型インフルエンザ等には誰

もが罹患する可能性があり、患者やその関係者には責任がないことなど、

正しい知識を普及啓発していくことが重要である。 

このため、ホームページ、ツイッター等により、新型インフルエンザ

の感染予防策を周知し、発生した場合は、都や区市町村からの情報に従

って医療機関の受診をするなど、感染拡大防止策の普及啓発を図る。 

 

イ 発生時の情報提供 

個人の人権の保護に十分留意し、市内における感染状況、予防策及び

発生段階に応じた適切な医療機関の受診等や不要不急の場合は救急車

を利用せず自力で受診するなど救急車の適正利用の再徹底について、ホ

ームページ、ツイッター等への掲載により、迅速に情報提供する。 

発生時には市民からの住民接種や生活全般についての相談や問い合

わせに対応するため相談窓口等の体制を整え適切に対応する。市民から

の問い合わせ、関係機関からの情報を踏まえて、以後の情報提供に反映

する。 

 

ウ 患者等の個人情報 

個人情報の取扱いについては、患者等の人権に十分配慮するとともに、

報道発表の際は誹謗中傷及び風評被害を惹起しないよう留意する。 
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政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

体制整備 

（ア）市は、発生前から、情報収集・提供

体制を整備し、国及び都が発信する情報を

入手することに努める。また、関係部局間

での情報共有体制を整備する。  

（イ）市は、新型インフルエンザ等に関す

る情報を収集し、保健所との連携の下、地

域住民が混乱しないように必要な情報を

的確に提供できるよう体制を整える。 

海外発生期 

ア 情報提供 

（ア）市は、市民に対して、発生状況、現

在実施されている対策、国内発生した際に

必要となる対策等を市報、ホームページ、

ツイッター等を活用し、分かりやすく正確

な情報を提供し注意喚起を行う。  

（イ）市は、情報入手が困難なことが予想

される外国人や視聴覚障害者等の情報弱

者に対しても、受取手に応じた情報提供手

段を講じる。 

イ 情報共有 

市は、国、都および関係機関等と情報の共

有を行う。 

国 内 発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

情報提供 

（ア）市は、国からの要請に従い、国から

配布される Q&A の改訂版等を受けて対

応し、適切な情報提供の実施ができるよう

の体制の充実・強化を行う。  

（イ）市は、国及び都が発信する情報を入

手し、住民への情報提供に努める。 

また、地域内の新型インフルエンザ等の発

生状況や地域内で今後実施される対策に

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内感

染期 

 

 

 

 

地域感染

期 

都内感染期 
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 係る情報、具体的な感染対策、患者となっ

た場合の受診方法、地域内の公共交通機関

の運行状況等について情報提供する。  

小康期 

情報提供等 

（ア）市は、引き続き市報、ホームページ

等により、第一波の状況と第二波発生の可

能性や備えについて情報を提供する。 

（イ）市は、市民から寄せられた問い合わ

せ等をとりまとめ、情報提供のあり方を評

価し、見直しを行う。 

 

 

３．感染拡大防止に関する措置 

（１）目的 

新型インフルエンザ等の感染拡大防止策は、流行のピークをできるだ

け遅らせることで体制の整備を図るための時間を確保することにつな

がる。また、流行のピーク時の受診患者数等を減少させ、入院患者数を

最小限にとどめ、医療体制が対応可能な範囲内に収めることにつながる。 

個人対策や地域対策、職場対策、予防接種などの複数の対策を組み合

わせて行うが、感染拡大防止策には、個人の行動を制限する面や、対策

そのものが社会・経済活動に影響を与える面もあることを踏まえ、対策

の効果と影響とを総合的に勘案し、新型インフルエンザ等の病原性・感

染力等に関する情報や発生状況の変化に応じて、実施する対策の決定、

実施している対策の縮小・中止を行う。 

具体的には、マスク着用、咳エチケット、手洗い等の一般的な感染予

防の励行や予防接種、学校休業、職場での感染予防策、催物等の自粛な

ど様々な感染拡大防止策を組み合わせて、発生段階毎に実施する。 

 

（２）主な感染拡大防止策 

ア 学校等の対応 

感染拡大を防止するには、人が集まることや、人と人とが対面する機会
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を減らすことが有効な対策の一つとして考えられる。このため、教育委員

会との連携のもと学校の臨時休業をはじめ、市民や事業者に対し、集会等

の自粛を呼び掛け、緊急事態が宣言された場合は、都知事は施設の使用制

限等を要請し、市はこれに協力する。 

イ 施設の使用及び催物の開催制限等 

市の施設についても、利用者に対する咳エチケットやマスク着用を呼

び掛け、庁舎出入り口や利用時間の制限、休館など、病原性に応じて対

応するとともに、イベントや講習会、試験等について、実施方法の変更

や延期又は中止する。 

また、新型インフルエンザ等の発生により、イベントの開催や施設の

利用等が変更になったものについては、ホームページに情報を再掲して

集約するなど、重要な情報発信は複数で行い、利用者への周知を図る。

さらに、各部署に寄せられた市民からの相談や情報を、市対策本部で情

報共有し、必要な対策を講じる。 

 

ウ 市の対応 

緊急事態宣言前であっても、市自らが率先して、休止するイベントや

利用制限をする施設を明らかにし、広く周知する。行政手続など申請窓

口で感染拡大を防止できるよう、来庁者の動線を整理し、来庁者や職員

への感染リスクを低下させるよう、工夫する。さらに、郵便等を積極的

に活用し、対面機会を減らすよう努める。 

また、関連団体、委託業者に対しても、積極的な感染拡大防止策を実

施するよう協力を依頼する。 

 

政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

感染対策の実施 

市は、住民に対し、マスク着用・咳エチケッ

ト・手洗い・うがい、人混みを避ける等の基

本的な感染対策の普及を図り、また、自らの

発症が疑わしい場合は新型インフルエンザ

相談センターに連絡し、指示を仰ぎ、感染を

広げないように不要な外出を控えること、マ

スクの着用等の咳エチケットを行うといっ
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た基本的な感染対策について理解促進を図

る。 

海外発生期 

感染対策の実施 

市は、マスク着用・咳エチケット・手洗い・

うがい、人混みを避けること等の基本的な感

染対策を実践するよう促す。 

国内発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

ア 感染拡大防止対策  

市は、引き続き住民に対してマスク着用・咳

エチケット・手洗い・うがい、人混みを避け

る等の基本的な感染対策を実践するよう促

す。 

イ 学校等施設への対応  

ウイルスの病原性等の状況に応じて、学校保

健安全法に基づく臨時休業（学級閉鎖、学年

閉鎖、休校）や学校、保育園等に通う患者は

一定期間自宅待機（出席停止）とするよう、

教育委員会等と連携し対応する。 

ウ 【緊急事態宣言が行われている場合に市

が行う措置】  

市は、緊急事態宣言が行われている場合に

は、都が行う措置を踏まえ外出自粛の要請に

係る周知を行う。  

都と市の平常時からの調整を踏まえ、都知事

が市の区域を対象として特措法第 45 条第 1

項に基づく住民に対する外出自粛の要請、同

条第 2 項、第 3 項に基づく施設の使用制限等

を行う場合には、市は、市民へ迅速に周知徹

底を図る。 

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内 

感染期 
地域感染

期 

都内感染期 

 

小康期  

対策・体制の縮小 

 流行の状況を踏まえ、感染拡大防止の要請

を縮小する。流行の第二波に備えて感染拡大

防止策の見直し、改善に努める。 
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４．予防接種 

 特措法には、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保する

ための特定接種と新型インフルエンザ等による健康被害や社会・経済活動

への影響を最小限にするための住民接種の２種類がある。 

これらの予防接種は、ワクチンを接種することにより、個人の発症や重

症化を防ぐことであり、接種を通じて受診者数を減少させ、入院患者数や

重症者数を抑えることで、医療体制が対応可能な範囲に収めることにつな

がる。 

（１）ワクチン 

新型インフルエンザ対策におけるワクチンについては、ウイルス株や

製造時期が異なるプレパンデミックワクチンとパンデミックワクチン

の２種類がある。パンデミックワクチンは、全国民分製造されるまで一

定の期間を要することが想定される。 

なお、新感染症については、発生した感染症によってはワクチンを開

発することが困難であることも想定されるため、本項目では新型インフ

ルエンザに限って記載する。 

 

（２）特定接種 

特定接種とは、特措法第28条に基づき、「医療の提供並びに国民生活

及び国民経済の安定を確保するため」に行うものであり、政府対策本部

長がその緊急の必要があると認めるときに、臨時に行われる予防接種を

いう。 

市は、国の指示により、新型インフルエンザ等への対策の実施に携わ

る市職員に対して、本人の同意を得て原則として集団的接種により特定

接種を行うとともに、接種体制が構築できない登録事業者に対して支援

を行う。 

政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

接種体制の構築 

市は、国からの要請に基づき、集団的接種

を原則とする特定接種が速やかに実施で

きるよう、接種体制を構築する。 
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海外発生期 

接種の実施 

市は、国の指示により、市職員に対して、

予防接種を準備する。 

 

国内発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

接種の実施 

市は、国の指示により、市職員に対して、

原則として集団的接種による予防接種を

開始する。 

 

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内 

感染期 
地域感染

期 

都内感染期 

 

小康期 

 

（３）住民接種 

特措法において、新型インフルエンザ等緊急事態措置の一つとし

て住民に対する予防接種の枠組みができたことから、緊急事態宣言

が行われている場合には、特措法第46 条に基づき、予防接種法第６

条第１項の規定（臨時の予防接種）による予防接種を行う。 

また、緊急事態宣言が行われていない場合には、予防接種法第６

条第３項の規定（新臨時接種）に基づき予防接種を行う。 

 

  ＜臨時接種・新臨時接種の違い＞ 

 臨時接種 新臨時接種 

根拠規定 
特措法第46 条 

予防接種法第６条第１項 
予防接種法第６条第３項 

緊急事態宣言 あり なし 

接種の努力義務 あり なし 

接種の勧奨 接種を受けるよう勧める 

接種費用の 

自己負担 
なし 

あり 

（低所得者を除き実費徴収可） 
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ア 住民接種の対象者 

住民接種の対象者は原則として市内に居住する者とする。 

なお、市内医療機関に勤務する医療従事者及び入院中の患者、在

宅医療を療養中の患者については、基本的に当該者が勤務する、あ

るいは当該者の療養を担当する医療機関等において接種を行う。 

 

接種対象者については、以下の４群に分類する。 

① 医学的ハイリスク者 

呼吸器疾患、心臓血管系疾患を有する者等、発症すること

により重症化するリスクが高いと思われる者 

a.基礎疾患を有する者（入院中又は通院中の者） 

b.妊婦 

② 小児（１歳未満の小児の保護者及び身体的理由により予防接

種が受けられない小児の保護者を含む） 

③ 成人・若年者 

④ 高齢者 

ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高

いと考えられる65歳以上の者 

 

 

イ 住民接種の方法 

原則として集団的接種により実施する。関係機関と協議のうえ、

個別接種の実施とすることも可能とする。 

なお、集団的接種を行う場合は、接種会場へ出向くのが困難な者

等に対する個別接種の実施も検討する。 

 

 

 

 

政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

接種体制の構築 

市は、医師会等の協力を得ながら、住民接種

を実施するための接種体制を構築する。ま
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た、ワクチン接種を速やかに行うため、対象

者を把握し具体的な方法について準備を進

める。 

海外発生期 

接種体制 

市は、新型インフルエンザ等の発生状

況等の情報収集を強化するとともに、新

型インフルエンザ等の特徴を踏まえ、接

種スケジュールを立てる等の準備を行

い、接種方法について具体的にわかりや

すく市民等に周知する。 

 

国内発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 

【緊急事態宣言が行われている場合】 

臨時接種の実施 

市は、国の基本的対処方針の変更を踏ま

え、特措法第 46 条の規定に基づき、予防

接種法第６条第１項に規定する臨時の予

防接種として住民接種を実施する。  

以降、第二波に備えて小康期まで接種を継

続する。 

【緊急事態宣言が行われていない場合】  

新臨時接種の実施 

市は、実施主体として、国が決定した接種

順位や発生した新型インフルエンザ等に

関する情報を踏まえ、ワクチン供給が可能

になり次第、関係者の協力を得て、予防接

種法第６条第３項に規定する新臨時接種

を開始する。 

また、市民等に対し接種に関する情報提供

を開始するとともに、国が決定する接種順

位に係る基本的な考え方、重症化しやすい

者等について、住民からの相談に応じる。 

以降、第二波に備えて小康期まで接種を継

続する。 

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内 

感染期 
地域感染

期 

都内感染期 

 

小康期 
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５．医療 

（１）目的 

新型インフルエンザ等への対策において、医療は,健康被害を最小限

にとどめるとともに、社会経済活動への影響を最小限におさえるために

も最も重要な対策となってくる。 

しかし、医療資源（医療従事者、病床等）には限度があることから、

事前に効果的・効率的に活用できるよう医療提供体制の準備をしておく

ことが重要である。 

 

（２）医療提供体制 

都内発生早期までにおいては、感染拡大を抑制する対策がもっとも有

効であり、感染症法に基づき「感染症指定医療機関※12」で入院治療を行

う。 

海外発生期から都内発生早期においては、都や保健所等が設置する

「新型インフルエンザ相談センター※13」から振り分けられた新型インフ

ルエンザの罹患が疑われる患者を、都があらかじめ指定する「新型イン

フルエンザ専門外来※14」で診察する。 

 

（３）市の役割 

  ア 保健所が設置する「新型インフルエンザ相談センター」の周知

を行う。 

  イ 都が指定する「新型インフルエンザ専門外来」について市民に

対し周知を行う。 

  ウ 都内感染期の早期においては、国及び都と連携し、関係団体の

協力を得ながら、患者や医療機関等から要請があった場合には、

在宅で療養する患者への支援（見回り、食事の提供、医療機関へ

の移送）や自宅で死亡した患者への対応を行う。 

  エ 都内感染期においては、季節性インフルエンザの診療と同様の

体制となるため、発生段階に応じた医療機関等の役割分担や受診

方法等について情報収集し、市民や市内医療機関に対して周知す

る。 
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【緊急事態宣言が行われている場合の措置】 

 市は、都が必要に応じて行う臨時の医療対策に関し必要な協力を行う。

国と連携し、区域内の医療機関が不足した場合、患者治療のための医療

機関における定員超過入院等のほか、医療体制の確保、感染防止及び衛

生面を考慮し、新型インフルエンザ等を発症し外来診療を受ける必要の

ある患者や、病状は比較的軽度であるが在宅療養を行うことが困難であ

り入院診療を受ける必要のある患者等に対する医療の提供を行うため、

都が行う臨時の医療施設の設置に協力し、医療を提供する。 

 

 

【用語解説】 

※12 感染症指定医療機関 

感染症法に規定する特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第

二種感染症指定医療機関および結核指定医療機関 

・特定感染症指定医療機関：新感染症の所見がある者又は一類感染症、二類感染

症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機

関として厚生労働大臣が指定した病院 

・第一種感染症指定医療機関：一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ

等感染症の患者を入院させる医療機関として都道府県知事が指定した病院 

・第二種感染症指定医療機関：二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患

者の入院を担当させる医療機関として都道府県が指定した病院 

 

※13 新型インフルエンザ相談センター 

   発生国から帰国したものまたは患者への濃厚接触者であって、発熱・呼吸器症

状等を有する者から、電話で相談を受け、新型インフルエンザ専門外来に照会す

るための相談センター。 

※14 新型インフルエンザ専門外来 

   発生国からの帰国者や患者との濃厚接触者であって、発熱・呼吸器症状等を有

する者を対象とした外来。 
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６．住民の生活および地域経済の安定に関する措置 

（１）目的 

新型インフルエンザは各地域での流行が約８週間程度続くと言われて

おり市民生活及び経済活動に大きな影響を及ぼすおそれがある。このため、

市の役割としては、新型インフルエンザ等の発生時に、この影響を最小限

にするため、事前準備と関係機関との連携が重要である。 

また、市民に対して、家庭内の感染対策、食料品、生活必需品等の備蓄

等の準備を呼びかけていく。 

 

（２）要配慮者支援 

新型インフルエンザ等の流行により孤立し、生活に支障をきたす恐れ

がある高齢者,障がい者等の要配慮者を把握し、関係機関や団体等の情

報を最大限活用し、医療機関や福祉サービス事業所による確実な支援に

つなげる。 

また、必要な生活支援は、福祉サービス事業所の訪問介護等からの提

供を基本としつつ、小売店や運送業者等の民間事業者への協力要請等、

総合的な調整を行う。 

さらに、特措法第45条第２項に基づいて保育園、高齢者福祉施設、

障害者福祉施設等の社会福祉施設（通所及び短期入所系サービスに限

る）の使用制限の要請が行われた場合には、国の基本的対処方針の範

囲内で、一律に市内一斉に施設閉鎖するのではなく、社会機能維持の

ため、徹底した感染予防策を講じ、可能な限り閉鎖以外の対応をする

施設を選定するなど、平常時から仕組みづくりを進めておく。 

 

 

 

政府行動計画 東京都行動計画 
状態 

国 地方 国分寺市行動計画 

未発生期 

要配慮者の支援体制の準備 

市は、要配慮者に対する必要な支援内容（食

料品、生活必需品等の提供の準備等）、協力

者への依頼内容を検討する。 
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海外発生期 

要配慮者への連絡 

新型インフルエンザ等の発生後、市は、

新型インフルエンザ等の発生が確認され

たことを要配慮者や協力者へ連絡する。 

 

 

国内発

生早期 

 

地域未発

生期 

国内発生早期（都

内未発生） 要支援、在宅療養者への支援 

新型インフルエンザ等に罹患し在宅で療

養する場合に支援が必要な患者について、

患者や医療機関等から要請があった場合

には、市は、国及び都と連携し、必要な支

援（見回り、食事の提供、医療機関への移

送）を行う。 

 

地域発生

早期 
都内発生早期 

国内 

感染期 
地域感染

期 

都内感染期 

 

小康期 

 

（３）遺体の安置・埋火葬 

新型インフルエンザ等が大流行し、多数の死亡者が発生した場合、市

が発行する「埋火葬許可証」については、「一類感染症等」を明記する

とともに、迅速に発行できるよう体制を整備する。申請に時間がかかり

公衆衛生上の問題が生じる場合は、特措法第56条の規定に基づき、厚生

労働大臣が「死亡診断書」により迅速に埋火葬する特例措置を設けるな

どで対応する。  

また、火葬場の事業者に可能な限り火葬炉を稼動するよう要請する。  

火葬場の火葬能力の限界を超えた場合、遺体安置所の設置、運用を行う。  

特措法第56条第３項の規定に基づき、東京都知事から市長に対し通知が

なされた場合には、政令の定めるところにより、埋葬及び火葬の実施に

関する事務の一部を行う。 

 

（４）市民生活の安定の確保  

ア 個人備蓄について  

個人・家庭における対策として、自助の視点から最低限（２週間
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程度）の食料品・生活必需品等を備畜しておくことについて普及啓

発する。また、消費者としての適切な行動についても普及啓発する。  

 

イ 物資及び資材の安定の確保  

市は、必要な物資等を計画的に備蓄する。市の備蓄する物資又は

資材の不足が見込まれる場合には、都知事に対し、必要な物資又は

資材の供給について必要な措置を講ずるよう要請する。  

 

ウ ごみの排出抑制  

市による平常時のごみ処理の維持が困難な場合は、ごみの収集回

数やごみ処理の状況を把握し、必要に応じて都と協力し市民及び事

業者に対し、ごみの排出抑制への協力を要請する。  

 

エ 行政手続上の申請期限の延長  

特措法により、新型インフルエンザ等の発生時において、過去の

大規模災害発生時のように運転免許等の申請期限の延長の特例措

置が実施された場合に、国の政令等を迅速にわかりやすく周知する。 

     また、都及び市においても申請期限等において必要に応じて同様

の措置を実施する。  

 

 【緊急事態宣言が行われている場合】 

 サービス水準に係る市民への呼びかけ 

     事業者のサービス提供水準に係る状況を把握し、市民に対し、

感染が拡大した段階において、サービス提供水準が相当程度低下

する可能性への理解と協力を呼びかける。 

 

   生活関連物資等の価格の安定等 

     市は、国民生活及び国民経済の安定のために、物価の安定及び

生活関連物資等の適切な供給を図る必要があることから、生活関

連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみが

生じないよう、調査・監視をするとともに、必要に応じ、関係事

業者団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請を行

う。また、必要に応じ、市民からの相談窓口・情報収集窓口の充

実を図る。 

 



 

- 32 - 

 

【資料１】 
 

○新型インフルエンザ等対策特別措置法 

(平成二十四年五月十一日) 

(法律第三十一号) 

第百八十回通常国会 

野田内閣 

新型インフルエンザ等対策特別措置法をここに公布する。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法 

目次 

第一章 総則(第一条―第五条) 

第二章 新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画等(第六条―第十三条) 

第三章 新型インフルエンザ等の発生時における措置(第十四条―第三十一条) 

第四章 新型インフルエンザ等緊急事態措置 

第一節 通則(第三十二条―第四十四条) 

第二節 まん延の防止に関する措置(第四十五条・第四十六条) 

第三節 医療等の提供体制の確保に関する措置(第四十七条―第四十九条) 

第四節 国民生活及び国民経済の安定に関する措置(第五十条―第六十一条) 

第五章 財政上の措置等(第六十二条―第七十条) 

第六章 雑則(第七十一条―第七十五条) 

第七章 罰則(第七十六条―第七十八条) 

附則 

 

第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この法律は、国民の大部分が現在その免疫を獲得していないこと等から、新

型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、かつ、これにかかった場合の病状

の程度が重篤となるおそれがあり、また、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼ

すおそれがあることに鑑み、新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画、新型イ

ンフルエンザ等の発生時における措置、新型インフルエンザ等緊急事態措置その他新

型インフルエンザ等に関する事項について特別の措置を定めることにより、感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号。以下「感

染症法」という。)その他新型インフルエンザ等の発生の予防及びまん延の防止に関す

る法律と相まって、新型インフルエンザ等に対する対策の強化を図り、もって新型イ

ンフルエンザ等の発生時において国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び

国民経済に及ぼす影響が最小となるようにすることを目的とする。 

 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 新型インフルエンザ等 感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等

感染症及び同条第九項に規定する新感染症(全国的かつ急速なまん延のおそれのある

ものに限る。)をいう。 

二 新型インフルエンザ等対策 第十五条第一項の規定により同項に規定する政府対

策本部が設置された時から第二十一条第一項の規定により当該政府対策本部が廃止さ

れるまでの間において、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済

に及ぼす影響が最小となるようにするため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及

び指定地方公共機関がこの法律及び感染症法その他の法律の規定により実施する措置
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をいう。 

三 新型インフルエンザ等緊急事態措置 第三十二条第一項の規定により同項に規定

する新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた時から同条第五項の規定により同項

に規定する新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言がされるまでの間において、国民

の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるよ

うにするため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関がこの法

律の規定により実施する措置をいう。 

四 指定行政機関 次に掲げる機関で政令で定めるものをいう。 

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法(平成十一年法律第八十九号)第四十九条第一

項及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織法(昭和二十三年法律第百二十号)第

三条第二項に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第三十七条及び第五十四条並びに宮内庁法(昭和二十二年法律第七

十号)第十六条第一項並びに国家行政組織法第八条に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法第十六条第二項並びに国

家行政組織法第八条の二に規定する機関 

ニ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条並びに国家行政組織法第八条の三に規定す

る機関 

五 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局(内閣府設置法第四十三条及び

第五十七条(宮内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。)並びに宮内庁法

第十七条第一項並びに国家行政組織法第九条の地方支分部局をいう。)その他の国の地

方行政機関で政令で定めるものをいう。 

六 指定公共機関 独立行政法人(独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第

二条第一項に規定する独立行政法人をいう。)、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協

会その他の公共的機関及び医療、医薬品(薬事法(昭和三十五年法律第百四十五号)第二

条第一項に規定する医薬品をいう。以下同じ。)又は医療機器(同条第四項に規定する

医療機器をいう。以下同じ。)の製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その

他の公益的事業を営む法人で、政令で定めるものをいう。 

七 指定地方公共機関 都道府県の区域において医療、医薬品又は医療機器の製造又

は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人、地方道路

公社(地方道路公社法(昭和四十五年法律第八十二号)第一条の地方道路公社をいう。)

その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人(地方独立行政法人法(平成

十五年法律第百十八号)第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。)のうち、

前号の政令で定めるもの以外のもので、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道

府県の知事が指定するものをいう。 

 

(国、地方公共団体等の責務) 

第三条 国は、新型インフルエンザ等から国民の生命及び健康を保護し、並びに新型

インフルエンザ等が国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにするため、

新型インフルエンザ等が発生したときは、自ら新型インフルエンザ等対策を的確かつ

迅速に実施し、並びに地方公共団体及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ

等対策を的確かつ迅速に支援することにより、国全体として万全の態勢を整備する責

務を有する。 

２ 国は、新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬品の調査及び

研究を推進するよう努めるものとする。 

３ 国は、世界保健機関その他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国際的

な連携を確保するとともに、新型インフルエンザ等に関する調査及び研究に係る国際

協力を推進するよう努めるものとする。 

４ 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第十八条第一項に規

定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエンザ等対策を的
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確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する新型

インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有する。 

５ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等が発生したときは、

この法律で定めるところにより、その業務について、新型インフルエンザ等対策を実

施する責務を有する。 

６ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエ

ンザ等対策を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に

万全を期さなければならない。 

 

(事業者及び国民の責務) 

第四条 事業者及び国民は、新型インフルエンザ等の予防に努めるとともに、新型イ

ンフルエンザ等対策に協力するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、新型インフルエンザ等のまん延により生ずる影響を考慮し、その事業

の実施に関し、適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 第二十八条第一項第一号に規定する登録事業者は、新型インフルエンザ等が発生

したときにおいても、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務

を継続的に実施するよう努めなければならない。 

 

(基本的人権の尊重) 

第五条 国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、新型インフルエンザ等対策

を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、そ

の制限は当該新型インフルエンザ等対策を実施するため必要最小限のものでなければ

ならない。 

 

第二章 新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画等 

 

(政府行動計画の作成及び公表等) 

第六条 政府は、新型インフルエンザ等の発生に備えて、新型インフルエンザ等対策

の実施に関する計画(以下「政府行動計画」という。)を定めるものとする。 

２ 政府行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 

二 国が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等及び感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ

等感染症に変異するおそれが高い動物のインフルエンザの外国及び国内における発生

の状況、動向及び原因の情報収集 

ロ 新型インフルエンザ等に関する情報の地方公共団体、指定公共機関、事業者及び

国民への適切な方法による提供 

ハ 新型インフルエンザ等が国内において初めて発生した場合における第十六条第八

項に規定する政府現地対策本部による新型インフルエンザ等対策の総合的な推進 

ニ 検疫、第二十八条第三項に規定する特定接種の実施その他の新型インフルエンザ

等のまん延の防止に関する措置 

ホ 医療の提供体制の確保のための総合調整 

ヘ 生活関連物資の価格の安定のための措置その他の国民生活及び国民経済の安定に

関する措置 

三 第二十八条第一項第一号の規定による厚生労働大臣の登録の基準に関する事項 

四 都道府県及び指定公共機関がそれぞれ次条第一項に規定する都道府県行動計画及

び第九条第一項に規定する業務計画を作成する際の基準となるべき事項 

五 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

六 新型インフルエンザ等対策の実施に当たっての地方公共団体相互の広域的な連携
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協力その他の関係機関相互の連携協力の確保に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な事項 

３ 政府行動計画は、新型インフルエンザ等が発生する前の段階、新型インフルエン

ザ等が外国において発生した段階及び新型インフルエンザ等が国内において発生した

段階に区分して定めるものとする。 

４ 内閣総理大臣は、政府行動計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定により政府行動計画の案を作成しようとするときは、

あらかじめ、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴

かなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、第四項の閣議の決定があったときは、遅滞なく、政府行動計画

を国会に報告するとともに、その旨を公示しなければならない。 

７ 政府は、政府行動計画を定めるため必要があると認めるときは、地方公共団体の

長その他の執行機関(以下「地方公共団体の長等」という。)、指定公共機関その他の

関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めることがで

きる。 

８ 第三項から前項までの規定は、政府行動計画の変更について準用する。 

 

(都道府県行動計画) 

第七条 都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る新型イ

ンフルエンザ等対策の実施に関する計画(以下「都道府県行動計画」という。)を作成

するものとする。 

２ 都道府県行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事

項 

二 都道府県が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等の都道府県内における発生の状況、動向及び原因の情報収

集並びに調査 

ロ 新型インフルエンザ等に関する情報の市町村、指定地方公共機関、医療機関、事

業者及び住民への適切な方法による提供 

ハ 感染を防止するための協力の要請その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止

に関する措置 

ニ 医療従事者の確保その他の医療の提供体制の確保に関する措置 

ホ 物資の売渡しの要請その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 市町村及び指定地方公共機関がそれぞれ次条第一項に規定する市町村行動計画及

び第九条第一項に規定する業務計画を作成する際の基準となるべき事項 

四 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

五 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関と

の連携に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策に関し都道府県知事が必要と認める事項 

３ 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体

と関係がある事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければ

ならない。 

４ 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成したときは、内閣総理大臣に報告しな

ければならない。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定により報告を受けた都道府県行動計画について、必

要があると認めるときは、当該都道府県知事に対し、必要な助言又は勧告をすること

ができる。 
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６ 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に

報告し、並びに当該都道府県の区域内の市町村の長及び関係指定地方公共機関に通知

するとともに、公表しなければならない。 

７ 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成するため必要があると認めるときは、

指定行政機関の長(当該指定行政機関が合議制の機関である場合にあっては、当該指定

行政機関。以下同じ。)、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等、指定公共機関、

指定地方公共機関その他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必

要な協力を求めることができる。 

８ 前条第五項の規定は、都道府県行動計画の作成について準用する。 

９ 第三項から前項までの規定は、都道府県行動計画の変更について準用する。 

 

(市町村行動計画) 

第八条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型イン

フルエンザ等対策の実施に関する計画(以下「市町村行動計画」という。)を作成する

ものとする。 

２ 市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項 

二 市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による提供 

ロ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止に関

する措置 

ハ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

四 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関と

の連携に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策

に関し市町村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、市町村行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関係

がある事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければならな

い。 

４ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、都道府県知事に報告しなければ

ならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた市町村行動計画について、必要

があると認めるときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができ

る。 

６ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告す

るとともに、公表しなければならない。 

７ 第六条第五項及び前条第七項の規定は、市町村行動計画の作成について準用する。 

８ 第三項から前項までの規定は、市町村行動計画の変更について準用する。 

 

(指定公共機関及び指定地方公共機関の業務計画) 

第九条 指定公共機関又は指定地方公共機関は、それぞれ政府行動計画又は都道府県

行動計画に基づき、その業務に関し、新型インフルエンザ等対策に関する業務計画(以

下「業務計画」という。)を作成するものとする。 

２ 業務計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該指定公共機関又は指定地方公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策の

内容及び実施方法に関する事項 

二 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する関係機関との連携に関する事項 
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四 前三号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な事項 

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその業務計画を作成したときは、

速やかに、指定公共機関にあっては当該指定公共機関を所管する指定行政機関の長を

経由して内閣総理大臣に、指定地方公共機関にあっては当該指定地方公共機関を指定

した都道府県知事に報告しなければならない。この場合において、内閣総理大臣又は

都道府県知事は、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、必要な助言をする

ことができる。 

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその業務計画を作成したときは、

速やかに、これを関係都道府県知事及び関係市町村長に通知するとともに、その要旨

を公表しなければならない。 

５ 第七条第七項の規定は、業務計画の作成について準用する。 

６ 前三項の規定は、業務計画の変更について準用する。 

 

(物資及び資材の備蓄等) 

第十条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに指

定公共機関及び指定地方公共機関(第十二条及び第五十一条において「指定行政機関の

長等」という。)は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画又は業務計画

で定めるところにより、その所掌事務又は業務に係る新型インフルエンザ等対策の実

施に必要な医薬品その他の物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又は新

型インフルエンザ等対策の実施に必要なその管理に属する施設及び設備を整備し、若

しくは点検しなければならない。 

 

(災害対策基本法の規定による備蓄との関係) 

第十一条 前条の規定による物資及び資材の備蓄と、災害対策基本法(昭和三十六年法

律第二百二十三号)第四十九条の規定による物資及び資材の備蓄とは、相互に兼ねるこ

とができる。 

 

(訓練) 

第十二条 指定行政機関の長等は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計

画又は業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等と共同

して、新型インフルエンザ等対策についての訓練を行うよう努めなければならない。

この場合においては、災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練との有機的な連携

が図られるよう配慮するものとする。 

２ 都道府県公安委員会は、前項の訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると

認めるときは、政令で定めるところにより、当該訓練の実施に必要な限度で、区域又

は道路の区間を指定して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限す

ることができる。 

３ 指定行政機関の長等は、第一項の訓練を行おうとするときは、住民その他関係の

ある公私の団体に協力を要請することができる。 

 

(知識の普及等) 

第十三条 国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等の予防及びまん延の防止に

関する知識を普及するとともに、新型インフルエンザ等対策の重要性について国民の

理解と関心を深めるため、国民に対する啓発に努めなければならない。 

第三章 新型インフルエンザ等の発生時における措置 

 

(新型インフルエンザ等の発生等に関する報告) 

第十四条 厚生労働大臣は、感染症法第四十四条の二第一項又は第四十四条の六第一

項の規定により新型インフルエンザ等が発生したと認めた旨を公表するときは、内閣
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総理大臣に対し、当該新型インフルエンザ等の発生の状況、当該新型インフルエンザ

等にかかった場合の病状の程度その他の必要な情報の報告をしなければならない。 

 

(政府対策本部の設置) 

第十五条 内閣総理大臣は、前条の報告があったときは、当該報告に係る新型インフ

ルエンザ等にかかった場合の病状の程度が、感染症法第六条第六項第一号に掲げるイ

ンフルエンザにかかった場合の病状の程度に比しておおむね同程度以下であると認め

られる場合を除き、内閣法(昭和二十二年法律第五号)第十二条第四項の規定にかかわ

らず、閣議にかけて、臨時に内閣に新型インフルエンザ等対策本部(以下「政府対策本

部」という。)を設置するものとする。 

２ 内閣総理大臣は、政府対策本部を置いたときは、当該政府対策本部の名称並びに

設置の場所及び期間を国会に報告するとともに、これを公示しなければならない。 

 

(政府対策本部の組織) 

第十六条 政府対策本部の長は、新型インフルエンザ等対策本部長(以下「政府対策本

部長」という。)とし、内閣総理大臣(内閣総理大臣に事故があるときは、そのあらか

じめ指名する国務大臣)をもって充てる。 

２ 政府対策本部長は、政府対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

３ 政府対策本部に、新型インフルエンザ等対策副本部長(以下この条及び第二十条第

三項において「政府対策副本部長」という。)、新型インフルエンザ等対策本部員(以

下この条において「政府対策本部員」という。)その他の職員を置く。 

４ 政府対策副本部長は、国務大臣をもって充てる。 

５ 政府対策副本部長は、政府対策本部長を助け、政府対策本部長に事故があるとき

は、その職務を代理する。政府対策副本部長が二人以上置かれている場合にあっては、

あらかじめ政府対策本部長が定めた順序で、その職務を代理する。 

６ 政府対策本部員は、政府対策本部長及び政府対策副本部長以外の全ての国務大臣

をもって充てる。この場合において、国務大臣が不在のときは、そのあらかじめ指名

する副大臣(内閣官房副長官を含む。)がその職務を代行することができる。 

７ 政府対策副本部長及び政府対策本部員以外の政府対策本部の職員は、内閣官房の

職員、指定行政機関の長(国務大臣を除く。)その他の職員又は関係する指定地方行政

機関の長その他の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

８ 新型インフルエンザ等が国内において発生した場合には、政府対策本部に、政府

対策本部長の定めるところにより政府対策本部の事務の一部を行う組織として、新型

インフルエンザ等現地対策本部(以下この条において「政府現地対策本部」という。)

を置くことができる。この場合においては、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)

第百五十六条第四項の規定は、適用しない。 

９ 政府対策本部長は、前項の規定により政府現地対策本部を置いたときは当該政府

現地対策本部の名称並びに設置の場所及び期間を、当該政府現地対策本部を廃止した

ときはその旨を、国会に報告するとともに、これを公示しなければならない。 

１０ 政府現地対策本部に、新型インフルエンザ等現地対策本部長(次項及び第十二項

において「政府現地対策本部長」という。)及び新型インフルエンザ等現地対策本部員

(同項において「政府現地対策本部員」という。)その他の職員を置く。 

１１ 政府現地対策本部長は、政府対策本部長の命を受け、政府現地対策本部の事務

を掌理する。 

１２ 政府現地対策本部長及び政府現地対策本部員その他の職員は、政府対策副本部

長、政府対策本部員その他の職員のうちから、政府対策本部長が指名する者をもって

充てる。 

 

(政府対策本部の所掌事務) 
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第十七条 政府対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 指定行政機関、地方公共団体及び指定公共機関が次条第一項に規定する基本的対

処方針に基づき実施する新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関すること。 

二 第二十条第一項及び第三十三条第一項の規定により政府対策本部長の権限に属す

る事務 

三 前二号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

 

(基本的対処方針) 

第十八条 政府対策本部は、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等への基本

的な対処の方針(以下「基本的対処方針」という。)を定めるものとする。 

２ 基本的対処方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 新型インフルエンザ等の発生の状況に関する事実 

二 当該新型インフルエンザ等への対処に関する全般的な方針 

三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する重要事項 

３ 政府対策本部長は、基本的対処方針を定めたときは、直ちに、これを公示してそ

の周知を図らなければならない。 

４ 政府対策本部長は、基本的対処方針を定めようとするときは、あらかじめ、感染

症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければならな

い。ただし、緊急を要する場合で、あらかじめ、その意見を聴くいとまがないときは、

この限りでない。 

５ 前二項の規定は、基本的対処方針の変更について準用する。 

 

(指定行政機関の長の権限の委任) 

第十九条 指定行政機関の長は、政府対策本部が設置されたときは、新型インフルエ

ンザ等対策の実施のため必要な権限の全部又は一部を当該政府対策本部の職員である

当該指定行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくはその職員に委任する

ことができる。 

２ 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を公

示しなければならない。 

 

(政府対策本部長の権限) 

第二十条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施する

ため必要があると認めるときは、基本的対処方針に基づき、指定行政機関の長及び指

定地方行政機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職

員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県の知事その他の執行機関(以下「都道府

県知事等」という。)並びに指定公共機関に対し、指定行政機関、都道府県及び指定公

共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

２ 前項の場合において、当該都道府県知事等及び指定公共機関は、当該都道府県又

は指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関して政府対策本部長が行う

総合調整に関し、政府対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

３ 政府対策本部長は、第一項の規定による権限の全部又は一部を政府対策副本部長

に委任することができる。 

４ 政府対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を公示

しなければならない。 

 

(政府対策本部の廃止) 

第二十一条 政府対策本部は、第十五条第一項に規定する新型インフルエンザ等にか

かった場合の病状の程度が、感染症法第六条第六項第一号に掲げるインフルエンザに

かかった場合の病状の程度に比しておおむね同程度以下であることが明らかとなった
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とき、又は感染症法第四十四条の二第三項の規定による公表がされ、若しくは感染症

法第五十三条第一項の政令が廃止されたときに、廃止されるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、政府対策本部が廃止されたときは、その旨を国会に報告すると

ともに、これを公示しなければならない。 

 

(都道府県対策本部の設置及び所掌事務) 

第二十二条 第十五条第一項の規定により政府対策本部が設置されたときは、都道府

県知事は、都道府県行動計画で定めるところにより、直ちに、都道府県対策本部を設

置しなければならない。 

２ 都道府県対策本部は、当該都道府県及び当該都道府県の区域内の市町村並びに指

定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新型インフル

エンザ等対策の総合的な推進に関する事務をつかさどる。 

 

(都道府県対策本部の組織) 

第二十三条 都道府県対策本部の長は、都道府県対策本部長とし、都道府県知事をも

って充てる。 

２ 都道府県対策本部に本部員を置き、次に掲げる者(道府県知事が設置するものにあ

っては、第四号に掲げる者を除く。)をもって充てる。 

一 副知事 

二 都道府県教育委員会の教育長 

三 警視総監又は道府県警察本部長 

四 特別区の消防長 

五 前各号に掲げる者のほか、都道府県知事が当該都道府県の職員のうちから任命す

る者 

３ 都道府県対策本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、都道府県知事が

指名する。 

４ 都道府県対策本部長は、必要があると認めるときは、国の職員その他当該都道府

県の職員以外の者を都道府県対策本部の会議に出席させることができる。 

 

(都道府県対策本部長の権限) 

第二十四条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ

等対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び

関係市町村並びに関係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の

区域に係る新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

２ 前項の場合において、関係市町村の長その他の執行機関(第三十三条第二項におい

て「関係市町村長等」という。)又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関は、

当該関係市町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する当該都道

府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関して都道府県対策本部長が行う総合

調整に関し、当該都道府県対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

３ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の

実施に関し、指定行政機関又は指定公共機関と緊密な連絡を図る必要があると認める

ときは、当該連絡を要する事項を所管する指定地方行政機関の長(当該指定地方行政機

関がないときは、当該指定行政機関の長)又は当該指定公共機関に対し、その指名する

職員を派遣するよう求めることができる。 

４ 都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、政府対策本部長に対し、

指定行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調

整を行うよう要請することができる。この場合において、政府対策本部長は、必要が

あると認めるときは、所要の総合調整を行わなければならない。 

５ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、
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政府対策本部長に対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施

に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

６ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、

当該総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県の区域に係る新型インフルエ

ンザ等対策の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

７ 都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、

当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な限度にお

いて、必要な措置を講ずるよう求めることができる。 

８ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を

的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又は指定

地方行政機関の長に対し、これらの所掌事務に係る新型インフルエンザ等対策の実施

に関し必要な要請をすることができる。 

９ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を

的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、

その区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をすること

ができる。 

 

(都道府県対策本部の廃止) 

第二十五条 第二十一条第一項の規定により政府対策本部が廃止されたときは、都道

府県知事は、遅滞なく、都道府県対策本部を廃止するものとする。 

 

(条例への委任) 

第二十六条 第二十二条から前条まで及び第三十三条第二項に規定するもののほか、

都道府県対策本部に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

 

(指定公共機関及び指定地方公共機関の応援の要求) 

第二十七条 指定公共機関又は指定地方公共機関は、その業務に係る新型インフルエ

ンザ等対策を実施するため特に必要があると認めるときは、指定行政機関の長若しく

は指定地方行政機関の長又は地方公共団体の長に対し、労務、施設、設備又は物資の

確保について応援を求めることができる。この場合において、応援を求められた指定

行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、正当な理由がな

い限り、応援を拒んではならない。 

 

(特定接種) 

第二十八条 政府対策本部長は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確

保するため緊急の必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、次に掲げる措置

を講ずるよう指示することができる。 

一 医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者

であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受けているもの

(第三項及び第四項において「登録事業者」という。)のこれらの業務に従事する者(厚

生労働大臣の定める基準に該当する者に限る。)並びに新型インフルエンザ等対策の実

施に携わる国家公務員に対し、臨時に予防接種を行うこと。 

二 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、臨時に予防接種を

行うよう、当該地方公務員の所属する都道府県又は市町村の長に指示すること。 

２ 前項の規定による指示をする場合には、政府対策本部長は、予防接種の期間を指

定するものとする。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による指示に基づき行う予防接種(以下この条及び

第三十一条において「特定接種」という。)及び同項第一号の登録の実施に関し必要が

あると認めるときは、官公署に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、
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又は登録事業者その他の関係者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。 

４ 厚生労働大臣は、特定接種及び第一項第一号の登録の円滑な実施のため必要があ

ると認めるときは、登録事業者、都道府県知事、市町村長及び各省各庁の長(財政法(昭

和二十二年法律第三十四号)第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。)に対し

て、労務又は施設の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合におい

て、協力を求められた登録事業者、都道府県知事及び市町村長は、正当な理由がない

限り、協力を拒んではならない。 

５ 厚生労働大臣が行う特定接種は、予防接種法(昭和二十三年法律第六十八号)第六

条第一項の規定による予防接種とみなして、同法(第十二条第二項、第二十六条及び第

二十七条を除く。)の規定を適用する。この場合において、同法第七条及び第八条中「市

町村長又は都道府県知事」とあり、並びに同法第十五条第一項、第十八条及び第十九

条第一項中「市町村長」とあるのは「厚生労働大臣」と、同法第十五条第一項中「当

該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等」とあるのは「その行う臨時の予

防接種」と、「当該定期の予防接種等」とあるのは「当該予防接種」と、同法第二十五

条第一項中「市町村(第六条第一項の規定による予防接種については、都道府県又は市

町村)」とあり、及び同条第二項中「市町村」とあるのは「国」とする。 

６ 都道府県知事が行う特定接種は、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種

とみなして、同法(第二十六条及び第二十七条を除く。)の規定を適用する。この場合

において、同法第十五条第一項、第十八条及び第十九条第一項中「市町村長」とある

のは「都道府県知事」と、同法第十五条第一項中「当該市町村の区域内に居住する間

に定期の予防接種等」とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接

種等」とあるのは「当該予防接種」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一

項の規定による予防接種については、都道府県又は市町村)」とあり、及び同条第二項

中「市町村」とあるのは「都道府県」とする。 

７ 市町村長が行う特定接種は、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種とみ

なして、同法(第二十六条及び第二十七条を除く。)の規定を適用する。この場合にお

いて、同法第十五条第一項中「当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等」

とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接種等」とあるのは「当

該予防接種」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一項の規定による予防接

種については、都道府県又は市町村)」とあるのは「市町村」とする。 

(平二五法八・一部改正) 

 

(停留を行うための施設の使用) 

第二十九条 厚生労働大臣は、外国において新型インフルエンザ等が発生した場合に

は、発生国(新型インフルエンザ等の発生した外国をいう。以下この項において同じ。)

における新型インフルエンザ等の発生及びまん延の状況並びに我が国における検疫所

の設備の状況、検疫法(昭和二十六年法律第二百一号)第十四条第一項第二号に掲げる

措置(第五項及び次条第一項において「停留」という。)をされるべき者の増加その他

の事情を勘案し、検疫を適切に行うため必要があると認めるときは、検疫港(同法第三

条に規定する検疫港をいう。第四項において同じ。)及び検疫飛行場(同法第三条に規

定する検疫飛行場をいう。第四項において同じ。)のうち、発生国を発航し、又は発生

国に寄航して来航しようとする船舶又は航空機(当該船舶又は航空機の内部に発生国

内の地点から乗り込んだ者がいるものに限る。第四項及び次条第二項において「特定

船舶等」という。)に係る検疫を行うべきもの(以下この条において「特定検疫港等」

という。)を定めることができる。 

２ 厚生労働大臣は、特定検疫港等を定めようとするときは、国土交通大臣に協議す

るものとする。 

３ 厚生労働大臣は、特定検疫港等を定めたときは、遅滞なく、これを告示するもの

とする。 
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４ 検疫所長は、特定検疫港等以外の検疫港又は検疫飛行場に、特定船舶等が来航し

たときは、特定検疫港等に回航すべき旨を指示するものとする。 

５ 特定検疫港等において検疫を行う検疫所長(第七十一条第一項において「特定検疫

所長」という。)は、特定検疫港等において検疫をされるべき者が増加し、停留を行う

ための施設の不足により停留を行うことが困難であると認められる場合において、検

疫を適切に行うため必要があると認めるときであって、病院若しくは診療所若しくは

宿泊施設(特定検疫港等の周辺の区域であって、特定検疫港等からの距離その他の事情

を勘案して厚生労働大臣が指定する区域内に存するものに限る。以下この項において

「特定病院等」という。)の管理者が正当な理由がないのに検疫法第十六条第二項(同

法第三十四条において準用する場合を含む。以下この項において同じ。)若しくは第三

十四条の四第一項の規定による委託を受けず、若しくは同法第十六条第二項の同意を

しないとき、又は当該特定病院等の管理者の所在が不明であるため同項若しくは同法

第三十四条の四第一項の規定による委託をできず、若しくは同法第十六条第二項の同

意を求めることができないときは、同項又は同法第三十四条の四第一項の規定にかか

わらず、同法第十六条第二項若しくは第三十四条の四第一項の規定による委託をせず、

又は同法第十六条第二項の同意を得ないで、当該特定病院等を使用することができる。 

６ 第二項及び第三項の規定は、特定検疫港等の変更について準用する。 

 

(運航の制限の要請等) 

第三十条 厚生労働大臣は、前条の規定による措置を講じても停留を行うことが著し

く困難であると認められ、新型インフルエンザ等の病原体が船舶又は航空機を介して

国内に侵入することを防止できないおそれがあるときは、政府対策本部長に対し、そ

の旨を報告しなければならない。 

２ 政府対策本部長は、前項の規定による報告を踏まえ、新型インフルエンザ等の国

内における発生を防止し、国民の生命及び健康に対する著しく重大な被害の発生並び

に国民生活及び国民経済の混乱を回避するため緊急の必要があると認めるときは、国

際的な連携を確保しつつ、特定船舶等の運航を行う事業者に対し、当該特定船舶等の

来航を制限するよう要請することができる。 

３ 政府対策本部長は、前項の規定による要請をしたときは、遅滞なく、その旨を公

表しなければならない。 

 

(医療等の実施の要請等) 

第三十一条 都道府県知事は、新型インフルエンザ等の患者又は新型インフルエンザ

等にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者(以下「患者等」という。)に対

する医療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で

定める医療関係者(以下「医療関係者」という。)に対し、その場所及び期間その他の

必要な事項を示して、当該患者等に対する医療を行うよう要請することができる。 

２ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、特定接種を行うため必要があると認めるとき

は、医療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当該特定接

種の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。 

３ 医療関係者が正当な理由がないのに前二項の規定による要請に応じないときは、

厚生労働大臣及び都道府県知事は、患者等に対する医療又は特定接種(以下この条及び

第六十二条第二項において「患者等に対する医療等」という。)を行うため特に必要が

あると認めるときに限り、当該医療関係者に対し、患者等に対する医療等を行うべき

ことを指示することができる。この場合においては、前二項の事項を書面で示さなけ

ればならない。 

４ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、前三項の規定により医療関係者に患者等に対

する医療等を行うことを要請し、又は患者等に対する医療等を行うべきことを指示す

るときは、当該医療関係者の生命及び健康の確保に関し十分に配慮し、危険が及ばな
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いよう必要な措置を講じなければならない。 

５ 市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、都道府県知事に対

し、第二項又は第三項の規定による要請又は指示を行うよう求めることができる。 

 

第四章 新型インフルエンザ等緊急事態措置 

第一節 通則 

 

(新型インフルエンザ等緊急事態宣言等) 

第三十二条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等(国民の生命及び健康に著しく

重大な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するものに限る。

以下この章において同じ。)が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延により国民

生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものとして政令で定

める要件に該当する事態(以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。)が発生し

たと認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事項

の公示(第五項及び第三十四条第一項において「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」

という。)をし、並びにその旨及び当該事項を国会に報告するものとする。 

一 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間 

二 新型インフルエンザ等緊急事態措置(第四十六条の規定による措置を除く。)を実

施すべき区域 

三 新型インフルエンザ等緊急事態の概要 

２ 前項第一号に掲げる期間は、二年を超えてはならない。 

３ 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等のまん延の状況並びに国民生活及び国

民経済の状況を勘案して第一項第一号に掲げる期間を延長し、又は同項第二号に掲げ

る区域を変更することが必要であると認めるときは、当該期間を延長する旨又は当該

区域を変更する旨の公示をし、及びこれを国会に報告するものとする。 

４ 前項の規定により延長する期間は、一年を超えてはならない。 

５ 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態宣言をした後、新型インフル

エンザ等緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認めるときは、速やかに、新型

インフルエンザ等緊急事態解除宣言(新型インフルエンザ等緊急事態が終了した旨の

公示をいう。)をし、及び国会に報告するものとする。 

６ 政府対策本部長は、第一項又は第三項の公示をしたときは、基本的対処方針を変

更し、第十八条第二項第三号に掲げる事項として当該公示の後に必要とされる新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置の実施に関する重要な事項を定めなければならない。 

 

(政府対策本部長及び都道府県対策本部長の指示) 

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十条

第一項の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフルエ

ンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要

な限度において、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに第十九条の規定

により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、

都道府県知事等並びに指定公共機関に対し、必要な指示をすることができる。この場

合においては、第二十条第三項及び第四項の規定を準用する。 

２ 都道府県対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十四条第

一項の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、当該都道府県の区

域に係る新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると

認めるときは、その必要な限度において、関係市町村長等並びに指定公共機関及び指

定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。 

 

(市町村対策本部の設置及び所掌事務) 
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第三十四条 新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされたときは、市町村長は、市町

村行動計画で定めるところにより、直ちに、市町村対策本部を設置しなければならな

い。 

２ 市町村対策本部は、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る新型インフル

エンザ等対策の総合的な推進に関する事務をつかさどる。 

 

(市町村対策本部の組織) 

第三十五条 市町村対策本部の長は、市町村対策本部長とし、市町村長をもって充て

る。 

２ 市町村対策本部に本部員を置き、次に掲げる者をもって充てる。 

一 副市町村長 

二 市町村教育委員会の教育長 

三 当該市町村の区域を管轄する消防長又はその指名する消防吏員(消防本部を置か

ない市町村にあっては、消防団長) 

四 前三号に掲げる者のほか、市町村長が当該市町村の職員のうちから任命する者 

３ 市町村対策本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、市町村長が指名す

る。 

４ 市町村対策本部長は、必要があると認めるときは、国の職員その他当該市町村の

職員以外の者を市町村対策本部の会議に出席させることができる。 

 

(市町村対策本部長の権限) 

第三十六条 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊

急事態措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該市町村が

実施する当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置に関する総合調

整を行うことができる。 

２ 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対

し、都道府県並びに指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する新型インフルエン

ザ等緊急事態措置に関する総合調整を行うよう要請することができる。この場合にお

いて、都道府県対策本部長は、必要があると認めるときは、所要の総合調整を行わな

ければならない。 

３ 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対

し、指定行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等緊急事態措置に

関する第二十四条第四項の規定による要請を行うよう求めることができる。 

４ 市町村対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、

都道府県対策本部長に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態

措置の実施に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

５ 市町村対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、

当該総合調整の関係機関に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急

事態措置の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

６ 市町村対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の区域に係る

新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要な限度において、必要な措置

を講ずるよう求めることができる。 

７ 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措

置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に

対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に関し必

要な要請をすることができる。 

 

(準用) 

第三十七条 第二十五条及び第二十六条の規定は、市町村対策本部について準用する。
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この場合において、第二十五条中「第二十一条第一項の規定により政府対策本部が廃

止された」とあるのは「第三十二条第五項の公示がされた」と、「都道府県知事」とあ

るのは「市町村長」と、第二十六条中「第二十二条から前条まで及び第三十三条第二

項」とあるのは「第三十四条から第三十六条まで及び第三十七条において読み替えて

準用する第二十五条」と、「都道府県の」とあるのは「市町村の」と読み替えるものと

する。 

 

(特定都道府県知事による代行) 

第三十八条 その区域の全部又は一部が第三十二条第一項第二号に掲げる区域内にあ

る市町村(以下「特定市町村」という。)の長(以下「特定市町村長」という。)は、新

型インフルエンザ等のまん延により特定市町村がその全部又は大部分の事務を行うこ

とができなくなったと認めるときは、当該特定市町村の属する都道府県(以下「特定都

道府県」という。)の知事(以下「特定都道府県知事」という。)に対し、当該特定市町

村長が実施すべき当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の

全部又は一部の実施を要請することができる。 

２ 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内の特定市町村長から前項の規定

による要請を受けたときは、当該特定市町村長が実施すべき当該特定市町村の区域に

係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の全部又は一部を当該特定市町村長に代わっ

て実施しなければならない。 

３ 特定都道府県知事は、前項の規定により特定市町村長の事務の代行を開始し、又

は終了したときは、その旨を公示しなければならない。 

４ 第二項の規定による特定都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 
 

(他の地方公共団体の長等に対する応援の要求) 

第三十九条 特定都道府県の知事その他の執行機関(以下「特定都道府県知事等」とい

う。)は、当該特定都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施す

るため必要があると認めるときは、他の都道府県知事等に対し、応援を求めることが

できる。 

２ 特定市町村の長その他の執行機関(以下「特定市町村長等」という。)は、当該特

定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要がある

と認めるときは、他の市町村の長その他の執行機関に対し、応援を求めることができ

る。 

３ 前二項の応援に従事する者は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施につい

ては、当該応援を求めた特定都道府県知事等又は特定市町村長等の指揮の下に行動す

るものとする。この場合において、警察官にあっては、当該応援を求めた特定都道府

県の公安委員会の管理の下にその職権を行うものとする。 

 

第四十条 特定市町村長等は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊

急事態措置を実施するため必要があると認めるときは、特定都道府県知事等に対し、

応援を求めることができる。この場合において、応援を求められた特定都道府県知事

等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。 

 

(事務の委託の手続の特例) 

第四十一条 特定市町村は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急

事態措置を実施するため必要があると認めるときは、地方自治法第二百五十二条の十

四及び第二百五十二条の十五の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、その

事務又は特定市町村長等の権限に属する事務の一部を他の地方公共団体に委託して、

当該他の地方公共団体の長等にこれを管理し、及び執行させることができる。 
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(職員の派遣の要請) 

第四十二条 特定都道府県知事等又は特定市町村長等は、新型インフルエンザ等緊急

事態措置の実施のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行政機関

の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定指定公共機関(指定公共機関である特定

独立行政法人(独立行政法人通則法第二条第二項に規定する特定独立行政法人をい

う。)をいう。以下この項及び次条において同じ。)に対し、当該指定行政機関若しく

は指定地方行政機関又は特定指定公共機関の職員の派遣を要請することができる。 

２ その区域の全部又は一部が第三十二条第一項第二号に掲げる区域内にある地方公

共団体の委員会及び委員は、前項の規定により職員の派遣を要請しようとするときは、

あらかじめ、当該地方公共団体の長に協議しなければならない。 

３ 特定市町村長等が第一項の規定による職員の派遣を要請するときは、特定都道府

県知事等を経由してするものとする。ただし、人命の保護のために特に緊急を要する

場合については、この限りでない。 

 

(職員の派遣義務) 

第四十三条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並び

に特定指定公共機関及び特定指定地方公共機関(指定地方公共機関である地方独立行

政法人法第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人をいう。)は、前条第一項の規

定による要請又は地方自治法第二百五十二条の十七第一項若しくは地方独立行政法人

法第九十一条第一項の規定による求めがあったときは、その所掌事務又は業務の遂行

に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければならない。 

 

(職員の身分取扱い) 

第四十四条 災害対策基本法第三十二条の規定は、前条の規定により新型インフルエ

ンザ等緊急事態措置の実施のため派遣された職員の身分取扱いについて準用する。こ

の場合において、同法第三十二条第一項中「災害派遣手当」とあるのは、「新型インフ

ルエンザ等緊急事態派遣手当」と読み替えるものとする。 

 

第二節 まん延の防止に関する措置 

 

(感染を防止するための協力要請等) 

第四十五条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型イ

ンフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及

び国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、当該特定都道府県の住

民に対し、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに発生の状況を

考慮して当該特定都道府県知事が定める期間及び区域において、生活の維持に必要な

場合を除きみだりに当該者の居宅又はこれに相当する場所から外出しないことその他

の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請することができる。 

２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエ

ンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経

済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期

間及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、

社会福祉施設(通所又は短期間の入所により利用されるものに限る。)、興行場(興行場

法(昭和二十三年法律第百三十七号)第一条第一項に規定する興行場をいう。)その他の

政令で定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開

催する者(次項において「施設管理者等」という。)に対し、当該施設の使用の制限若

しくは停止又は催物の開催の制限若しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう

要請することができる。 

３ 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、
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特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康

を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認め

るときに限り、当該施設管理者等に対し、当該要請に係る措置を講ずべきことを指示

することができる。 

４ 特定都道府県知事は、第二項の規定による要請又は前項の規定による指示をした

ときは、遅滞なく、その旨を公表しなければならない。 

 

(住民に対する予防接種) 

第四十六条 政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフ

ルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生活及び国民経済

の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、基

本的対処方針を変更し、第十八条第二項第三号に掲げる重要事項として、予防接種法

第六条第一項の規定による予防接種の対象者及び期間を定めるものとする。 

２ 前項の規定により予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者を定め

るに当たっては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に及ぼす影響並びに国

民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮するものとする。 

３ 第一項の規定により基本的対処方針において予防接種法第六条第一項の規定によ

る予防接種の対象者及び期間が定められた場合における同法の規定の適用については、

同項中「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と、「行い、又は市町村長に行うよう

指示する」とあるのは「行う」と、同条第二項中「都道府県知事」とあるのは「都道

府県知事を通じ市町村長」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一項の規定

による予防接種については、都道府県又は市町村)」とあるのは「市町村」とする。 

４ 前項に規定する場合においては、予防接種法第二十六条及び第二十七条の規定は、

適用しない。 

５ 市町村長は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の

規定による予防接種の円滑な実施のため必要があると認めるときは、指定行政機関の

長及び都道府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めることができる。

この場合において、協力を求められた指定行政機関の長及び都道府県知事は、正当な

理由がない限り、協力を拒んではならない。 

６ 第三十一条第二項から第五項までの規定は、第三項の規定により読み替えて適用

する予防接種法第六条第一項の規定による予防接種について準用する。この場合にお

いて、第三十一条第二項から第四項までの規定中「厚生労働大臣及び都道府県知事」

とあるのは、「都道府県知事」と読み替えるものとする。 

(平二五法八・一部改正) 

 

第三節 医療等の提供体制の確保に関する措置 

 

(医療等の確保) 

第四十七条 病院その他の医療機関又は医薬品等製造販売業者(薬事法第十二条第一

項の医薬品又は医療機器の製造販売業の許可を受けた者をいう。)、医薬品等製造業者

(同法第十三条第一項の医薬品又は医療機器の製造業の許可を受けた者をいう。)若し

くは医薬品等販売業者(同法第二十四条第一項の医薬品の販売業又は同法第三十九条

第一項の高度管理医療機器等(同項に規定する高度管理医療機器等をいう。)の販売業

の許可を受けた者をいう。第五十四条第二項において同じ。)である指定公共機関及び

指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計

画で定めるところにより、医療又は医薬品若しくは医療機器の製造若しくは販売を確

保するため必要な措置を講じなければならない。 

 

(臨時の医療施設等) 
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第四十八条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内において病院その他の

医療機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、その都道府県行動

計画で定めるところにより、患者等に対する医療の提供を行うための施設(第四項にお

いて「医療施設」という。)であって特定都道府県知事が臨時に開設するもの(以下こ

の条及び次条において「臨時の医療施設」という。)において医療を提供しなければな

らない。 

２ 特定都道府県知事は、必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、

前項の措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととすることができる。 

３ 消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第十七条第一項及び第二項の規定は、臨

時の医療施設については、適用しない。この場合において、特定都道府県知事は、同

法に準拠して、臨時の医療施設についての消防の用に供する設備、消防用水及び消火

活動上必要な施設の設置及び維持に関する基準を定め、その他当該臨時の医療施設に

おける災害を防止し、及び公共の安全を確保するため必要な措置を講じなければなら

ない。 

４ 建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第八十五条第一項本文、第三項及び第

四項並びに景観法(平成十六年法律第百十号)第七十七条第一項、第三項及び第四項の

規定は、特定都道府県知事が行う医療施設の応急の修繕及び臨時の医療施設の建築に

ついて準用する。この場合において、建築基準法第八十五条第一項中「非常災害があ

つた」とあるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法第三十二条第一項の規定に

より新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「その発生した区域又はこれに

隣接する区域で特定行政庁が指定するものの」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」

と、「その災害が発生した日」とあるのは「当該新型インフルエンザ等緊急事態宣言が

された日」と、景観法第七十七条第一項中「非常災害があった」とあるのは「新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ等

緊急事態宣言がされた」と、「その発生した区域又はこれに隣接する区域で市町村長が

指定するものの」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、「その災害が発生した日」

とあるのは「当該新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と読み替えるもの

とする。 

５ 医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第四章の規定は、臨時の医療施設について

は、適用しない。 

６ 特定都道府県の区域内において病院を開設した者又は医療法第七条第一項に規定

する臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で特定都道府県の区域

内において診療所を開設したものが、新型インフルエンザ等緊急事態における医療の

提供を行うことを目的として、病床数その他同条第二項の厚生労働省令で定める事項

を変更しようとする場合については、当該医療の提供を行う期間(六月以内の期間に限

る。)に限り、同項の規定は、適用しない。 

７ 前項の場合において、同項に規定する者は、当該医療の提供を開始した日から起

算して十日以内に、当該病院又は診療所の所在地の特定都道府県知事(診療所の所在地

が保健所を設置する市又は特別区の区域にある場合においては、当該保健所を設置す

る市の市長又は特別区の区長)に当該変更の内容を届け出なければならない。 

 

(土地等の使用) 

第四十九条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域に係る新型インフルエン

ザ等緊急事態措置の実施に当たり、臨時の医療施設を開設するため、土地、家屋又は

物資(以下この条及び第七十二条第一項において「土地等」という。)を使用する必要

があると認めるときは、当該土地等の所有者及び占有者の同意を得て、当該土地等を

使用することができる。 

２ 前項の場合において土地等の所有者若しくは占有者が正当な理由がないのに同意

をしないとき、又は土地等の所有者若しくは占有者の所在が不明であるため同項の同
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意を求めることができないときは、特定都道府県知事は、臨時の医療施設を開設する

ため特に必要があると認めるときに限り、同項の規定にかかわらず、同意を得ないで、

当該土地等を使用することができる。 

 

第四節 国民生活及び国民経済の安定に関する措置 

 

(物資及び資材の供給の要請) 

第五十条 特定都道府県知事又は特定市町村長は、新型インフルエンザ等緊急事態に

おいて、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に当たって、その備蓄する物資又

は資材が不足し、新型インフルエンザ等緊急事態措置を的確かつ迅速に実施すること

が困難であると認めるときは、特定都道府県知事にあっては指定行政機関の長又は指

定地方行政機関の長に対し、特定市町村長にあっては特定都道府県知事に対し、それ

ぞれ必要な物資又は資材の供給について必要な措置を講ずるよう要請することができ

る。 

 

(備蓄物資等の供給に関する相互協力) 

第五十一条 指定行政機関の長等は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その

備蓄する物資及び資材の供給に関し、相互に協力するよう努めなければならない。 

 

(電気及びガス並びに水の安定的な供給) 

第五十二条 電気事業者(電気事業法(昭和三十九年法律第百七十号)第二条第一項第

十号に規定する電気事業者をいう。)及びガス事業者(ガス事業法(昭和二十九年法律第

五十一号)第二条第十一項に規定するガス事業者をいう。)である指定公共機関及び指

定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画

で定めるところにより、電気及びガスを安定的かつ適切に供給するため必要な措置を

講じなければならない。 

２ 水道事業者(水道法(昭和三十二年法律第百七十七号)第三条第五項に規定する水

道事業者をいう。)、水道用水供給事業者(同項に規定する水道用水供給事業者をいう。)

及び工業用水道事業者(工業用水道事業法(昭和三十三年法律第八十四号)第二条第五

項に規定する工業用水道事業者をいう。)である地方公共団体及び指定地方公共機関は、

新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその都道府県行動計画、市町村行

動計画又は業務計画で定めるところにより、水を安定的かつ適切に供給するため必要

な措置を講じなければならない。 

 

(運送、通信及び郵便等の確保) 

第五十三条 運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフル

エンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、旅客及び

貨物の運送を適切に実施するため必要な措置を講じなければならない。 

２ 電気通信事業者(電気通信事業法(昭和五十九年法律第八十六号)第二条第五号に

規定する電気通信事業者をいう。)である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型

インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、

通信を確保し、及び新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な通信を優先的

に取り扱うため必要な措置を講じなければならない。 

３ 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者(民間事業者による信書の送達に関する

法律(平成十四年法律第九十九号)第二条第六項に規定する一般信書便事業者をいう。)

である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態におい

て、それぞれその業務計画で定めるところにより、郵便及び信書便を確保するため必

要な措置を講じなければならない。 
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(緊急物資の運送等) 

第五十四条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知事

は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認めるとき

は、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者である指定公

共機関に対し、特定都道府県知事にあっては運送事業者である指定公共機関又は指定

地方公共機関に対し、運送すべき物資並びに運送すべき場所及び期日を示して、新型

インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資及び資材(第三項において「緊急物

資」という。)の運送を要請することができる。 

２ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知事は、新型

インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認めるときは、指定

行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては医薬品等販売業者である指定公共

機関に対し、特定都道府県知事にあっては医薬品等販売業者である指定公共機関又は

指定地方公共機関に対し、配送すべき医薬品又は医療機器並びに配送すべき場所及び

期日を示して、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な医薬品又は医療機

器の配送を要請することができる。 

３ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前二項の規定による

要請に応じないときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都

道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため特に必要があると認

めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、緊急物資の運送又

は医薬品若しくは医療機器の配送を行うべきことを指示することができる。この場合

においては、前二項の事項を書面で示さなければならない。 

 

(物資の売渡しの要請等) 

第五十五条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するた

め必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物

資(医薬品、食品その他の政令で定める物資に限る。)であって生産、集荷、販売、配

給、保管又は輸送を業とする者が取り扱うもの(以下「特定物資」という。)について、

その所有者に対し、当該特定物資の売渡しを要請することができる。 

２ 特定物資の所有者が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないとき

は、特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため特に必

要があると認めるときに限り、当該特定物資を収用することができる。 

３ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するに当たり、

特定物資を確保するため緊急の必要があると認めるときは、当該特定物資の生産、集

荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする者に対し、その取り扱う特定物資の保管を

命ずることができる。 

４ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、特定都道府県知事の行う新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置を支援するため緊急の必要があると認めるとき、又は特

定都道府県知事から要請があったときは、自ら前三項の規定による措置を行うことが

できる。 

 

(埋葬及び火葬の特例等) 

第五十六条 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等緊急事態において、埋葬又は火

葬を円滑に行うことが困難となった場合において、公衆衛生上の危害の発生を防止す

るため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、厚生労働大臣

の定める期間に限り、墓地、埋葬等に関する法律(昭和二十三年法律第四十八号)第五

条及び第十四条に規定する手続の特例を定めることができる。 

２ 特定都道府県知事は、埋葬又は火葬を行おうとする者が埋葬又は火葬を行うこと

が困難な場合において、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると

認めるときは、厚生労働大臣の定めるところにより、埋葬又は火葬を行わなければな
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らない。 

３ 特定都道府県知事は、埋葬又は火葬を迅速に行うため必要があると認めるときは、

政令で定めるところにより、前項の措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が

行うこととすることができる。 

 

(新型インフルエンザ等の患者等の権利利益の保全等) 

第五十七条 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す

る法律(平成八年法律第八十五号)第二条から第五条まで及び第七条の規定は、新型イ

ンフルエンザ等緊急事態(新型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、国民生

活及び国民経済に甚大な影響を及ぼしている場合に限る。)について準用する。この場

合において、同法第二条の見出し中「特定非常災害」とあるのは「特定新型インフル

エンザ等緊急事態」と、同条第一項中「非常災害の被害者」とあるのは「新型インフ

ルエンザ等のまん延の影響を受けた者」と、「法人の存立、当該非常災害により相続の

承認若しくは放棄をすべきか否かの判断を的確に行うことが困難となった者の保護、」

とあるのは「法人の存立若しくは」と、「解決若しくは当該非常災害に係る応急仮設住

宅の入居者の居住の安定」とあるのは「解決」と、「特定非常災害として」とあるのは

「特定新型インフルエンザ等緊急事態として」と、「特定非常災害が」とあるのは「特

定新型インフルエンザ等緊急事態が」と、同項並びに同法第三条第一項、第四条第一

項、第五条第一項及び第五項並びに第七条中「特定非常災害発生日」とあるのは「特

定新型インフルエンザ等緊急事態発生日」と、同法第二条第二項、第四条第一項及び

第二項、第五条第一項並びに第七条中「特定非常災害に」とあるのは「特定新型イン

フルエンザ等緊急事態に」と、同法第三条第一項及び第三項中「特定非常災害の被害

者」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態における新型インフルエンザ等

のまん延の影響を受けた者」と読み替えるものとする。 

(平二五法五四・一部改正) 
 

(金銭債務の支払猶予等) 

第五十八条 内閣は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ

等の急速かつ広範囲なまん延により経済活動が著しく停滞し、かつ、国の経済の秩序

を維持し及び公共の福祉を確保するため緊急の必要がある場合において、国会が閉会

中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会

を求めてその措置を待ついとまがないときは、金銭債務の支払(賃金その他の労働関係

に基づく金銭債務の支払及びその支払のためにする銀行その他の金融機関の預金等の

支払を除く。)の延期及び権利の保存期間の延長について必要な措置を講ずるため、政

令を制定することができる。 

２ 災害対策基本法第百九条第三項から第七項までの規定は、前項の場合について準

用する。 

 

(生活関連物資等の価格の安定等) 

第五十九条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、

新型インフルエンザ等緊急事態において、国民生活との関連性が高い物資若しくは役

務又は国民経済上重要な物資若しくは役務の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生

ずるおそれがあるときは、政府行動計画、都道府県行動計画又は市町村行動計画で定

めるところにより、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する

法律(昭和四十八年法律第四十八号)、国民生活安定緊急措置法(昭和四十八年法律第百

二十一号)、物価統制令(昭和二十一年勅令第百十八号)その他法令の規定に基づく措置

その他適切な措置を講じなければならない。 

 

(新型インフルエンザ等緊急事態に関する融資) 
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第六十条 政府関係金融機関その他これに準ずる政令で定める金融機関は、新型イン

フルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等緊急事態に関する特別な金融

を行い、償還期限又は据置期間の延長、旧債の借換え、必要がある場合における利率

の低減その他実情に応じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

(通貨及び金融の安定) 

第六十一条 日本銀行は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その業務計画で

定めるところにより、銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節を行うとともに、銀行

その他の金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じ、信用秩序の維持に資

するため必要な措置を講じなければならない。 

 

第五章 財政上の措置等 

 

(損失補償等) 

第六十二条 国及び都道府県は、第二十九条第五項、第四十九条又は第五十五条第二

項、第三項若しくは第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分が行わ

れたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

２ 国及び都道府県は、第三十一条第一項若しくは第二項(第四十六条第六項において

読み替えて準用する場合を含む。)の規定による要請に応じ、又は第三十一条第三項(第

四十六条第六項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定による指示に従って

患者等に対する医療等を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実

費を弁償しなければならない。 

３ 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

(損害補償) 

第六十三条 都道府県は、第三十一条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第三

項の規定による指示に従って患者等に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのた

め死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で

定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によ

って受ける損害を補償しなければならない。 

２ 前項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

(医薬品等の譲渡等の特例) 

第六十四条 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民生活及

び国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定める

ところにより、新型インフルエンザ等対策の実施に必要な医薬品その他の物資を無償

又は時価よりも低い対価で譲渡し、貸し付け、又は使用させることができる。 

 

(新型インフルエンザ等緊急事態措置等に要する費用の支弁) 

第六十五条 法令に特別の定めがある場合を除き、新型インフルエンザ等緊急事態措

置その他この法律の規定に基づいて実施する措置に要する費用は、その実施について

責任を有する者が支弁する。 

 

(特定都道府県知事が特定市町村長の措置を代行した場合の費用の支弁) 

第六十六条 第三十八条第二項の規定により特定都道府県知事が特定市町村の新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置を代行した場合において、当該特定市町村がその全部又

は大部分の事務を行うことができなくなる前に当該特定市町村の長が実施した新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置のために通常要する費用で、当該特定市町村に支弁させ

ることが困難であると認められるものについては、当該特定市町村の属する特定都道
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府県が支弁する。 

 

(他の地方公共団体の長等の応援に要する費用の支弁) 

第六十七条 第三十九条第一項若しくは第二項又は第四十条の規定により他の地方公

共団体の長等の応援を受けた特定都道府県知事等の属する特定都道府県又は当該応援

を受けた特定市町村長等の属する特定市町村は、当該応援に要した費用を支弁しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、当該応援を受けた特定都道府県知事等の属する特定都道府

県又は当該応援を受けた特定市町村長等の属する特定市町村が当該費用を支弁するい

とまがないときは、当該特定都道府県又は当該特定市町村は、当該応援をする他の地

方公共団体の長等が属する地方公共団体に対し、当該費用を一時的に立て替えて支弁

するよう求めることができる。 

 

(特定市町村長が特定都道府県知事の措置の実施に関する事務の一部を行う場合の費

用の支弁) 

第六十八条 特定都道府県は、特定都道府県知事が第四十八条第二項又は第五十六条

第三項の規定によりその権限に属する措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長

が行うこととしたときは、当該特定市町村長による当該措置の実施に要する費用を支

弁しなければならない。 

２ 特定都道府県知事は、第四十八条第二項若しくは第五十六条第三項の規定により

その権限に属する措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととしたと

き、又は特定都道府県が当該措置の実施に要する費用を支弁するいとまがないときは、

特定市町村に当該措置の実施に要する費用を一時的に立て替えて支弁させることがで

きる。 

 

(国等の負担) 

第六十九条 国は、第六十五条の規定により都道府県が支弁する第四十八条第一項、

第五十六条第二項、第六十二条第一項及び第二項並びに第六十三条第一項に規定する

措置に要する費用に対して、政令で定めるところにより、次の各号に掲げる場合に応

じ、それぞれ当該各号に定める額を負担する。 

一 当該費用の総額が、第十五条第一項の規定により政府対策本部が設置された年の

四月一日の属する会計年度(次号において「当該年度」という。)における当該都道府

県の標準税収入(公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和二十六年法律第九十七

号)第二条第四項に規定する標準税収入をいう。次号において同じ。)の百分の二に相

当する額以下の場合 当該費用の総額の百分の五十に相当する額 

二 当該費用の総額が当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二に相当

する額を超える場合 イからハまでに掲げる額の合計額 

イ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二の

部分の額の百分の五十に相当する額 

ロ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二を

超え、百分の四以下の部分の額の百分の八十に相当する額 

ハ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の四を

超える部分の額の百分の九十に相当する額 

２ 前項の規定は、第四十六条第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第

二十五条の規定により市町村が支弁する同項の規定により読み替えて適用する同法第

六条第一項の規定による予防接種を行うために要する費用及び当該予防接種に係る同

法第十五条第一項の規定による給付に要する費用について準用する。この場合におい

て、前項中「当該都道府県」とあるのは「当該市町村」と、「百分の二」とあるのは「百

分の一」と、同項第二号中「百分の四」とあるのは「百分の二」と読み替えるものと
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する。 

３ 都道府県は、第四十六条第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第二

十五条の規定により市町村が支弁する費用の額から前項において読み替えて準用する

第一項の規定により国が負担する額を控除した額に二分の一を乗じて得た額を負担す

る。 

(平二五法八・一部改正) 
 

(新型インフルエンザ等緊急事態に対処するための国の財政上の措置) 

第七十条 国は、前条に定めるもののほか、予防接種の実施その他新型インフルエン

ザ等緊急事態に対処するために地方公共団体が支弁する費用に対し、必要な財政上の

措置を講ずるものとする。 

第六章 雑則 

 

(公用令書の交付) 

第七十一条 第二十九条第五項、第四十九条第二項並びに第五十五条第二項、第三項

及び第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分については、特定検疫

所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、政令

で定めるところにより、それぞれ公用令書を交付して行わなければならない。ただし、

土地の使用に際して公用令書を交付すべき相手方の所在が不明である場合その他の政

令で定める場合にあっては、政令で定めるところにより事後に交付すれば足りる。 

２ 災害対策基本法第八十一条第二項及び第三項の規定は、前項の場合について準用

する。 

 

(立入検査等) 

第七十二条 特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長

は、第四十九条の規定により土地等を使用し、又は第五十五条第二項若しくは第四項

の規定により特定物資を収用し、若しくは同条第三項若しくは第四項の規定により特

定物資の保管を命ずるため必要があるときは、その職員に当該土地若しくは家屋又は

当該物資若しくは当該特定物資の所在する場所若しくは当該特定物資を保管させる場

所に立ち入り、当該土地、家屋、物資又は特定物資の状況を検査させることができる。 

２ 特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長は、第五

十五条第三項又は第四項の規定により特定物資を保管させたときは、当該保管を命じ

た者に対し必要な報告を求め、又はその職員に当該特定物資を保管させてある場所に

立ち入り、当該特定物資の保管の状況を検査させることができる。 

３ 前二項の規定により特定都道府県又は指定行政機関若しくは指定地方行政機関の

職員が立ち入る場合においては、当該職員は、あらかじめ、その旨をその場所の管理

者に通知しなければならない。 

４ 前項の場合において、その職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこ

れを提示しなければならない。 

５ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた

ものと解してはならない。 

 

(特別区についてのこの法律の適用) 

第七十三条 この法律(第四十八条第七項を除く。)の適用については、特別区は、市

とみなす。 

 

(事務の区分) 

第七十四条 この法律の規定により地方公共団体が処理することとされている事務

(都道府県警察が処理することとされているものを除く。)は、地方自治法第二条第九
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項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

(政令への委任) 

第七十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のための手続その他この

法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第七章 罰則 

 

第七十六条 第五十五条第三項の規定による特定都道府県知事の命令又は同条第四項

の規定による指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長の命令に従わず、特定

物資を隠匿し、損壊し、廃棄し、又は搬出した者は、六月以下の懲役又は三十万円以

下の罰金に処する。 

 

第七十七条 第七十二条第一項若しくは第二項の規定による立入検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、又は同項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

 

第七十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。 

(平成二五年政令第一二一号で平成二五年四月一三日から施行) 

(検討) 

第二条 政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 (平成二五年三月三〇日法律第八号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、附則第六条及び

第十九条の規定は、公布の日から施行する。 

(政令への委任) 

第十九条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

附 則 (平成二五年六月二一日法律第五四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(政令への委任) 

第二十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 
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【資料２】 
○新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 

(平成二十五年四月十二日) 

(政令第百二十二号) 

新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令をここに公布する。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 

内閣は、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第二

条第四号から第六号まで、第十二条第二項、第三十一条第一項、第三十二条第一項、

第三十八条第四項、第四十一条、第四十二条第一項、第四十五条第二項、第四十八条

第二項、第五十五条第一項、第五十六条第一項及び第三項、第六十条、第六十二条第

二項及び第三項、第六十三条、第六十九条第一項(同条第二項において読み替えて準用

する場合を含む。)、第七十一条第一項並びに第七十五条、同法第四十四条において読

み替えて準用する災害対策基本法(昭和三十六年法律第二百二十三号)第三十二条並び

に新型インフルエンザ等対策特別措置法第七十一条第二項において準用する災害対策

基本法第八十一条第三項の規定に基づき、この政令を制定する。 

 

(指定行政機関) 

第一条 新型インフルエンザ等対策特別措置法(以下「法」という。)第二条第四号の

政令で定める機関は、次のとおりとする。 

一 内閣府 

二 国家公安委員会 

三 警察庁 

四 金融庁 

五 消費者庁 

六 総務省 

七 消防庁 

八 法務省 

九 外務省 

十 財務省 

十一 国税庁 

十二 文部科学省 

十三 厚生労働省 

十四 検疫所 

十五 国立感染症研究所 

十六 農林水産省 

十七 動物検疫所 

十八 林野庁 

十九 水産庁 

二十 経済産業省 

二十一 資源エネルギー庁 

二十二 中小企業庁 

二十三 国土交通省 

二十四 観光庁 

二十五 気象庁 

二十六 海上保安庁 

二十七 環境省 

二十八 原子力規制委員会 

二十九 防衛省 
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(指定地方行政機関) 

第二条 法第二条第五号の政令で定める国の地方行政機関は、次のとおりとする。 

一 沖縄総合事務局 

二 管区警察局 

三 東京都警察情報通信部 

四 北海道警察情報通信部 

五 総合通信局 

六 沖縄総合通信事務所 

七 地方入国管理局 

八 財務局 

九 福岡財務支局 

十 税関 

十一 沖縄地区税関 

十二 国税局 

十三 沖縄国税事務所 

十四 地方厚生局 

十五 都道府県労働局 

十六 地方農政局 

十七 北海道農政事務所 

十八 経済産業局 

十九 産業保安監督部 

二十 那覇産業保安監督事務所 

二十一 地方整備局 

二十二 北海道開発局 

二十三 地方運輸局 

二十四 地方航空局 

二十五 航空交通管制部 

二十六 管区気象台 

二十七 沖縄気象台 

二十八 管区海上保安本部 

二十九 地方環境事務所 

三十 地方防衛局 

 

(指定公共機関) 

第三条 法第二条第六号の政令で定める公共的機関及び公益的事業を営む法人は、次

のとおりとする。 

一 独立行政法人労働者健康福祉機構 

二 独立行政法人国立病院機構 

三 独立行政法人国立国際医療研究センター 

四 日本銀行 

五 日本赤十字社 

六 日本放送協会 

七 成田国際空港株式会社 

八 中部国際空港株式会社 

九 新関西国際空港株式会社 

十 北海道旅客鉄道株式会社 

十一 四国旅客鉄道株式会社 

十二 九州旅客鉄道株式会社 

十三 日本貨物鉄道株式会社 
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十四 東京地下鉄株式会社 

十五 日本郵便株式会社 

十六 日本電信電話株式会社 

十七 東日本電信電話株式会社 

十八 西日本電信電話株式会社 

十九 次に掲げる法人のうち内閣総理大臣が指定して公示するもの 

イ 医師、歯科医師又は病院の組織する法人であって、その行う事業が全国的な

規模の医療の需要に応ずるものと認められるもの 

ロ 薬剤師の組織する法人であって、その行う事業が全国的な規模の医薬品の需

要に応ずるものと認められるもの 

ハ 看護師の組織する法人であって、その行う事業が全国的な規模の看護の需要

に応ずるものと認められるもの 

ニ 法第四十七条に規定する医薬品等製造販売業者であって、その行う医薬品又

は医療機器の製造販売(薬事法(昭和三十五年法律第百四十五号)第二条第十二

項に規定する製造販売をいう。ホにおいて同じ。)の事業が全国的な規模の新型

インフルエンザ等に係る医薬品又は医療機器の需要に応ずるものと認められる

もの 

ホ 薬事法第十二条第一項の医薬品の製造販売業の許可を受けた者の組織する法

人であって、新型インフルエンザ等感染症(感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号。第六条において「感染症法」

という。)第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症をいう。第六条

第二項第一号において同じ。)に係るワクチンの製造販売について薬事法第十四

条の三第一項の規定により同法第十四条の承認を受けたもの(当該承認を受け

ようとする者を含む。)を構成員とするもの 

ヘ 法第四十七条に規定する医薬品等販売業者の組織する法人であって、その行

う事業が全国的な規模の新型インフルエンザ等に係る医薬品又は薬事法第三十

九条第一項に規定する高度管理医療機器等の配送の需要に応ずるものと認めら

れるもの 

ト 電気事業法(昭和三十九年法律第百七十号)第二条第一項第二号に規定する一

般電気事業者及び同項第四号に規定する卸電気事業者 

チ ガス事業法(昭和二十九年法律第五十一号)第二条第二項に規定する一般ガス

事業者であって、供給区域内におけるガスメーターの取付数その他の事項から

みて、その営む同条第一項に規定する一般ガス事業によるガスの供給が円滑に

実施されないことが公共の利益を著しく阻害すると認められるもの(供給区域

が一の都道府県の区域内にとどまるものを除く。) 

リ 海上運送法(昭和二十四年法律第百八十七号)第三条第一項の許可を受けた同

法第八条第一項に規定する一般旅客定期航路事業者 

ヌ 海上運送法第十九条の五第一項又は第二十条第一項の規定による届出をした

者であって、その営む同法第二条第四項に規定する貨物定期航路事業又は同条

第六項に規定する不定期航路事業(人の運送をするものを除く。)が主として本

邦の港と本邦以外の地域の港との間における貨物の輸送需要に応ずるものと認

められるもの 

ル 航空法(昭和二十七年法律第二百三十一号)第百二条第一項に規定する本邦航

空運送事業者であって、その経営する同法第二条第十九項に規定する国際航空

運送事業(本邦内の地点と本邦外の地点との間において行う同条第十八項に規

定する航空運送事業に限る。)がその運航する航空機の型式その他の事項からみ

て主として長距離の大量輸送の需要に応ずるものと認められるもの 

ヲ 鉄道事業法(昭和六十一年法律第九十二号)第十三条第一項に規定する第一種

鉄道事業者であって、その経営する同法第二条第二項に規定する第一種鉄道事
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業による円滑な輸送が確保されないことが一の都道府県の区域を越えて利用者

の利便に影響を及ぼすものと認められるもの 

ワ 内航海運業法(昭和二十七年法律第百五十一号)第七条第一項に規定する内航

海運業者であって、同法第八条第一項に規定する船舶により同法第二条第二項

に規定する内航運送をする事業を営むもの 

カ 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第八十三号)第七条第一項に規定する一

般貨物自動車運送事業者であって、その経営する同法第二条第二項に規定する

一般貨物自動車運送事業がその営業所その他の事業場の数及び配置、事業用自

動車の種別及び数その他の事項からみて全国的な規模の貨物の輸送需要に応ず

るものと認められるもの 

ヨ 電気通信事業法(昭和五十九年法律第八十六号)第九条の登録を受けた同法第

二条第五号に規定する電気通信事業者(業務区域が一の都道府県の区域内にと

どまるものを除く。) 

 

(訓練のための交通の禁止又は制限の手続) 

第四条 法第十二条第二項の規定による歩行者又は車両の道路における通行の禁止又

は制限の手続については、災害対策基本法施行令(昭和三十七年政令第二百八十八

号)第二十条の二の規定の例による。 

 

(医療等の実施の要請の対象となる医療関係者等) 

第五条 法第三十一条第一項の政令で定める医療関係者は、次のとおりとする。 

一 医師 

二 歯科医師 

三 薬剤師 

四 保健師 

五 助産師 

六 看護師 

七 准看護師 

八 診療放射線技師 

九 臨床検査技師 

十 臨床工学技士 

十一 救急救命士 

十二 歯科衛生士 

２ 法第三十一条第一項若しくは第二項(法第四十六条第六項において読み替えて準

用する場合を含む。)の規定による要請(第十九条及び第二十条第一項において「要

請」という。)又は法第三十一条第三項(法第四十六条第六項において読み替えて準

用する場合を含む。)の規定による指示(第十九条及び第二十条第一項において「指

示」という。)を受けた医療関係者のうち医療機関の管理者であるものは、当該要請

又は当該指示に係る法第三十一条第三項に規定する患者等に対する医療等又は法第

四十六条第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法(昭和二十三年法律第

六十八号)第六条第一項の規定による予防接種(第十九条第一号及び第三号並びに第

二十条第三項第三号及び第四号において「医療その他の行為」という。)の実施に当

たり、必要があると認めるときは、当該医療機関の医療関係者、事務職員その他の

職員を活用してその実施の体制の構築を図るものとする。 

 

(新型インフルエンザ等緊急事態の要件) 

第六条 法第三十二条第一項の新型インフルエンザ等についての政令で定める要件は、

当該新型インフルエンザ等にかかった場合における肺炎、多臓器不全又は脳症その

他厚生労働大臣が定める重篤である症例の発生頻度が、感染症法第六条第六項第一
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号に掲げるインフルエンザにかかった場合に比して相当程度高いと認められること

とする。 

２ 法第三十二条第一項の新型インフルエンザ等緊急事態についての政令で定める要

件は、次に掲げる場合のいずれかに該当することとする。 

一 感染症法第十五条第一項又は第二項の規定による質問又は調査の結果、新型イ

ンフルエンザ等感染症の患者(当該患者であった者を含む。)、感染症法第六条第

十項に規定する疑似症患者若しくは同条第十一項に規定する無症状病原体保有者

(当該無症状病原体保有者であった者を含む。)、同条第九項に規定する新感染症

(全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限る。)の所見がある者(当該所見

があった者を含む。)、新型インフルエンザ等にかかっていると疑うに足りる正当

な理由のある者(新型インフルエンザ等にかかっていたと疑うに足りる正当な理

由のある者を含む。)又は新型インフルエンザ等により死亡した者(新型インフル

エンザ等により死亡したと疑われる者を含む。)が新型インフルエンザ等に感染し、

又は感染したおそれがある経路が特定できない場合 

二 前号に掲げる場合のほか、感染症法第十五条第一項又は第二項の規定による質

問又は調査の結果、同号に規定する者が新型インフルエンザ等を公衆にまん延さ

せるおそれがある行動をとっていた場合その他の新型インフルエンザ等の感染が

拡大していると疑うに足りる正当な理由のある場合 

 

(特定都道府県知事による特定市町村長の事務の代行) 

第七条 災害対策基本法施行令第三十条第二項及び第三項の規定は、法第三十八条第

二項の規定による特定都道府県知事による特定市町村長の事務の代行について準用

する。 

 

(特定市町村等の事務の委託の手続) 

第八条 災害対策基本法施行令第二十八条の規定は、法第四十一条の規定による特定

市町村の事務又は特定市町村長等の権限に属する事務の委託について準用する。 

 

(職員の派遣の要請の手続) 

第九条 災害対策基本法施行令第十五条の規定は、法第四十二条第一項の規定による

職員の派遣の要請について準用する。 

 

(新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当及び職員の身分取扱い) 

第十条 法第四十四条において読み替えて準用する災害対策基本法第三十二条第一項

の新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当及び法第四十三条の規定により指定行政

機関、指定地方行政機関又は特定指定公共機関から派遣される職員の身分取扱いに

ついては、災害対策基本法施行令第十七条から第十九条までの規定の例による。 

 

(使用の制限等の要請の対象となる施設) 

第十一条 法第四十五条第二項の政令で定める多数の者が利用する施設は、次のとお

りとする。ただし、第三号から第十三号までに掲げる施設にあっては、その建築物

の床面積の合計が千平方メートルを超えるものに限る。 

一 学校(第三号に掲げるものを除く。) 

二 保育所、介護老人保健施設その他これらに類する通所又は短期間の入所により

利用される福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設(通所又は短期間

の入所の用に供する部分に限る。) 

三 学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)第一条に規定する大学、同法第百二

十四条に規定する専修学校(同法第百二十五条第一項に規定する高等課程を除

く。)、同法第百三十四条第一項に規定する各種学校その他これらに類する教育施
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設 

四 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

五 集会場又は公会堂 

六 展示場 

七 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗(食品、医薬品、医療機器そ

の他衛生用品又は燃料その他生活に欠くことができない物品として厚生労働大臣

が定めるものの売場を除く。) 

八 ホテル又は旅館(集会の用に供する部分に限る。) 

九 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 

十 博物館、美術館又は図書館 

十一 キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類する遊興施設 

十二 理髪店、質屋、貸衣装屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十三 自動車教習所、学習塾その他これらに類する学習支援業を営む施設 

十四 第三号から前号までに掲げる施設であって、その建築物の床面積の合計が千

平方メートルを超えないもののうち、新型インフルエンザ等緊急事態において、

新型インフルエンザ等の発生の状況、動向若しくは原因又は社会状況を踏まえ、

新型インフルエンザ等のまん延を防止するため法第四十五条第二項の規定による

要請を行うことが特に必要なものとして厚生労働大臣が定めて公示するもの 

２ 厚生労働大臣は、前項第十四号に掲げる施設を定めようとするときは、あらかじ

め、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

(感染の防止のために必要な措置) 

第十二条 法第四十五条第二項の政令で定める措置は、次のとおりとする。 

一 新型インフルエンザ等の感染の防止のための入場者の整理 

二 発熱その他の新型インフルエンザ等の症状を呈している者の入場の禁止 

三 手指の消毒設備の設置 

四 施設の消毒 

五 マスクの着用その他の新型インフルエンザ等の感染の防止に関する措置の入場

者に対する周知 

六 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型イ

ンフルエンザ等の感染の防止のために必要な措置として厚生労働大臣が定めて公

示するもの 

 

(特定市町村長による臨時の医療施設における医療の提供の実施に関する事務の実

施) 

第十三条 災害救助法施行令(昭和二十二年政令第二百二十五号)第十七条の規定は、

特定都道府県知事が法第四十八条第二項の規定により同条第一項の措置の実施に関

する事務の一部を特定市町村長が行うこととする場合について準用する。この場合

において、同令第十七条第三項中「法の規定」とあるのは、「新型インフルエンザ等

対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)及び新型インフルエンザ等対策特別

措置法施行令(平成二十五年政令第百二十二号)の規定」と読み替えるものとする。 

(平二五政二八五・一部改正) 
 

(新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資) 

第十四条 法第五十五条第一項の政令で定める物資は、次のとおりとする。 

一 医薬品(抗インフルエンザ薬にあっては、厚生労働大臣が法第五十五条第四項の

規定により自ら同条第一項から第三項までの規定による措置を行う場合に限る。) 

二 食品 
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三 医療機器その他衛生用品 

四 燃料 

五 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資として内閣総理大臣が定めて公

示するもの 

 

(墓地、埋葬等に関する法律第五条及び第十四条の手続の特例) 

第十五条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令(平

成十六年政令第二百七十五号)第三十四条の規定は、厚生労働大臣が法第五十六条第

一項の規定により墓地、埋葬等に関する法律(昭和二十三年法律第四十八号)第五条

及び第十四条に規定する手続の特例を定める場合について準用する。 

 

(特定市町村長による埋葬又は火葬の実施に関する事務の実施) 

第十六条 災害救助法施行令第十七条の規定は、特定都道府県知事が法第五十六条第

三項の規定により同条第二項の措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行

うこととする場合について準用する。この場合において、同令第十七条第三項中「法

の規定」とあるのは、「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第

三十一号)及び新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令(平成二十五年政令第百

二十二号)の規定」と読み替えるものとする。 

(平二五政二八五・一部改正) 
 

(政令で定める金融機関) 

第十七条 法第六十条の政令で定める金融機関は、次のとおりとする。 

一 地方公共団体金融機構 

二 株式会社日本政策投資銀行 

三 農林中央金庫 

四 株式会社商工組合中央金庫 

 

(損失補償の申請手続) 

第十八条 法第六十二条第一項の規定による損失の補償を受けようとする者は、損失

補償申請書を、次の各号に掲げる処分の区分に応じ、当該各号に定める者に提出し

なければならない。 

一 法第二十九条第五項の規定による処分 当該処分を行った特定検疫所長 

二 法第四十九条又は第五十五条第二項若しくは第三項の規定による処分 当該処

分を行った特定都道府県知事 

三 法第五十五条第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分 当該

処分を行った指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長 

２ 前項各号に定める者は、同項の損失補償申請書を受理したときは、補償すべき損

失の有無及び損失を補償すべき場合には補償の額を決定し、遅滞なく、これを当該

申請をした者に通知しなければならない。 

３ 第一項の損失補償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 損失の補償を受けようとする者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称、代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地) 

二 請求額及びその明細 

三 損失の発生した日時又は期間 

四 損失の発生した区域又は場所 

五 損失の内容 

 

(実費弁償の基準) 
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第十九条 法第六十二条第二項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 手当は、要請に応じ、又は指示に従って医療その他の行為を行った時間に応じ

て支給するものとする。 

二 前号の手当の支給額は、要請又は指示を行った者が厚生労働大臣である場合に

あっては一般職の国家公務員である医療関係者の給与を、要請又は指示を行った

者が都道府県知事である場合にあっては当該都道府県知事の統括する都道府県の

常勤の職員である医療関係者の給与を考慮して定めるものとする。 

三 一日につき八時間を超えて医療その他の行為を行ったときは、第一号の規定に

かかわらず、その八時間を超える時間につき割増手当を、医療その他の行為を行

うため一時その住所又は居所を離れて旅行するときは、旅費を、それぞれ支給す

るものとする。 

四 前号の割増手当及び旅費の支給額は、第一号の手当の支給額を基礎とし、要請

又は指示を行った者が厚生労働大臣である場合にあっては一般職の国家公務員で

ある医療関係者に、要請又は指示を行った者が都道府県知事である場合にあって

は当該都道府県知事の統括する都道府県の常勤の職員である医療関係者に支給さ

れる時間外勤務手当及び旅費の算定の例に準じて算定するものとする。 

 

(実費弁償の申請手続) 

第二十条 法第六十二条第二項の規定による実費の弁償を受けようとする者は、実費

弁償申請書を、要請又は指示を行った厚生労働大臣又は都道府県知事に提出しなけ

ればならない。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、前項の実費弁償申請書を受理したときは、弁

償すべき実費の有無及び実費を弁償すべき場合には弁償の額を決定し、遅滞なく、

これを当該申請をした者に通知しなければならない。 

３ 第一項の実費弁償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 実費の弁償を受けようとする者の氏名及び住所 

二 請求額及びその明細 

三 医療その他の行為に従事した期間及び場所 

四 従事した医療その他の行為の内容 

 

(損害補償の額) 

第二十一条 法第六十三条第一項の規定による損害の補償の額は、災害救助法施行令

中扶助金に係る規定の例により算定するものとする。 

 

(損害補償の申請手続) 

第二十二条 法第六十三条第一項の規定による損害の補償を受けようとする者は、損

害補償申請書を、法第三十一条第一項の規定による要請又は同条第三項の規定によ

る指示を行った都道府県知事に提出しなければならない。 

２ 前項の都道府県知事は、同項の損害補償申請書を受理したときは、補償すべき損

害の有無及び損害を補償すべき場合には補償の額を決定し、遅滞なく、これを当該

申請をした者に通知しなければならない。 

３ 第一項の損害補償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 損害の補償を受けようとする者の氏名及び住所 

二 負傷し、疾病にかかり、又は死亡した者の氏名及び住所 

三 負傷し、疾病にかかり、又は死亡した日時及び場所 

四 負傷、疾病又は死亡の状況 

五 死亡した場合にあっては、遺族の状況 

 

(国庫の負担) 
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第二十三条 法第六十九条第一項(同条第二項において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定による国庫の負担は、次に掲げる額について行う。 

一 法第六十五条の規定により都道府県が支弁する法第四十八条第一項及び第五十

六条第二項に規定する措置に要する費用並びに法第四十六条第三項の規定により

読み替えて適用する予防接種法第二十五条の規定により市町村が支弁する同項の

規定により読み替えて適用する同法第六条第一項の規定による予防接種を行うた

めに要する費用については、医師の報酬、薬品、材料、埋葬、火葬その他に要す

る費用として厚生労働大臣が定める基準によって算定した額(その額が現に要し

た当該費用の額(その費用のための寄附金があるときは、当該寄附金の額を控除し

た額)を超えるときは、当該費用の額) 

二 法第六十五条の規定により都道府県が支弁する法第六十二条第一項及び第二項

並びに第六十三条第一項に規定する措置に要する費用並びに法第四十六条第三項

の規定により読み替えて適用する予防接種法第二十五条の規定により市町村が支

弁する同項の規定により読み替えて適用する同法第六条第一項の規定による予防

接種に係る同法第十五条第一項の規定による給付に要する費用については、現に

要した当該費用の額 

２ 厚生労働大臣は、前項第一号に規定する基準を定めようとするときは、あらかじ

め、総務大臣及び財務大臣に協議しなければならない。 

 

(公用令書を交付すべき相手方) 

第二十四条 法第七十一条第一項の規定による公用令書の交付は、次の各号に掲げる

処分の区分に応じ、当該各号に定める者に対して行うものとする。 

一 特定病院等(法第二十九条第五項に規定する特定病院等をいう。以下この号にお

いて同じ。)の使用 使用する特定病院等の管理者 

二 土地、家屋又は物資の使用 使用する土地、家屋又は物資の所有者及び占有者 

三 特定物資(法第五十五条第一項に規定する特定物資をいう。以下この号及び次号

において同じ。)の収用 収用する特定物資の所有者及び占有者 

四 特定物資の保管命令 特定物資を保管すべき者 

 

(公用令書を事後に交付することができる場合) 

第二十五条 法第七十一条第一項ただし書の政令で定める場合は、次のとおりとする。 

一 次のイ又はロに掲げる処分の区分に応じ、当該イ又はロに定める場合 

イ 土地の使用 公用令書を交付すべき相手方の所在が不明である場合 

ロ 家屋又は物資の使用 使用する家屋又は物資の占有者に公用令書を交付した

場合(当該占有者が所有者と異なる場合に限る。)において、所有者の所在が不

明であるとき。 

二 公用令書を交付すべき相手方が遠隔の地に居住することその他の事由により、

当該相手方に公用令書を交付して処分を行うことが著しく困難と認められる場合

において、当該相手方に公用令書の内容を通知したとき。 

 

(公用令書の事後交付の手続) 

第二十六条 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方

行政機関の長は、前条第一号に規定する場合に該当して法第七十一条第一項ただし

書の規定により処分を行った場合において、公用令書を交付すべき相手方の所在を

知ったときは、遅滞なく、当該相手方に公用令書を交付するものとする。 

２ 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機関

の長は、前条第二号に掲げる場合に該当して当該相手方に公用令書の内容を通知し

たときは、遅滞なく、当該相手方に公用令書を交付するものとする。 
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(公用取消令書の交付) 

第二十七条 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方

行政機関の長は、法第七十一条第一項の規定により公用令書を交付した後、当該公

用令書に係る処分の全部又は一部を取り消したときは、遅滞なく、当該公用令書を

交付した者に公用取消令書を交付しなければならない。 

 

(公用令書等の様式) 

第二十八条 法第七十一条第一項の公用令書には、同条第二項において準用する災害

対策基本法第八十一条第二項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載しな

ければならない。 

一 公用令書の番号 

二 公用令書の交付の年月日 

三 処分を行う特定検疫所長、特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指

定地方行政機関の長 

四 処分を行う理由 

２ 前条の公用取消令書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 公用取消令書の番号 

二 公用取消令書の交付の年月日 

三 公用取消令書の交付を受ける者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称及び

主たる事務所の所在地) 

四 取り消した処分に係る公用令書の番号及び交付の年月日 

五 取り消した処分の内容 

六 処分を取り消した特定検疫所長、特定都道府県知事又は指定行政機関の長若し

くは指定地方行政機関の長 

３ 前二項に定めるもののほか、公用令書及び公用取消令書の様式は、内閣総理大臣

が定める。 

 

(事務の区分) 

第二十九条 この政令の規定により地方公共団体が処理することとされている事務

(第四条の規定によりその例によることとされる災害対策基本法施行令第二十条の

二の規定により都道府県警察が処理することとされているもの及び第八条において

準用する同令第二十八条第四項の規定により地方公共団体が処理することとされて

いるものを除く。)は、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二条第九項第一

号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この政令は、法の施行の日(平成二十五年四月十三日)から施行する。 

 

附 則 (平成二五年九月二六日政令第二八五号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この政令は、災害対策基本法等の一部を改正する法律附則第一条第一号に掲

げる規定の施行の日(平成二十五年十月一日)から施行する。 
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【資料３】 
○国分寺市新型インフルエンザ等対策本部条例 

平成25年3月29日 

条例第12号 

 

(趣旨) 

第1条 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号。以

下「法」という。)第37条(準用)において準用する法第26条(条例への委任)の規定に

基づき、国分寺市新型インフルエンザ等対策本部(以下「本部」という。)に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第2条 この条例における用語の意義は、法の例による。 

 

(組織) 

第3条 本部に本部長を置き、本部長は、市長をもって充てる。 

2 本部に本部員を置き、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 国分寺消防署長又はその指名する消防吏員 

(2) 副市長 

(3) 教育長 

(4) 前3号に掲げるもののほか、市の職員のうちから市長が任命する者 

3 本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、市長が指名する。 

 

(職務) 

第4条 本部長は、本部の事務を総括する。 

2 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は本部長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

3 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

 

(会議) 

第5条 本部長は、新型インフルエンザ等対策に係る重要事項を審議するため、必要に

応じ、本部の会議(以下「会議」という。)を招集する。 

2 本部長は、法第35条(市町村対策本部の組織)第4項の規定に基づき、国の職員その

他市職員以外の者を会議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めるこ

とができる。 

 

(部) 

第6条 本部長は、必要と認めるときは、本部に部を置くことができる。 

2 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

3 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

4 部長は、部の事務を掌理する。 

 

(委任) 

第7条 この条例に定めるもののほか本部に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、法の施行の日から施行する。 
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【資料４】 
○国分寺市新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則 

平成25年3月29日 

規則第31号 

 

(趣旨) 

第1条 この規則は、国分寺市新型インフルエンザ等対策本部条例(平成25年条例第12

号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第2条 この規則における用語の意義は、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成

24年法律第31号。以下「法」という。)及び条例の例による。 

 

(本部の会議の審議事項) 

第3条 本部長が招集する会議において、次の事項について本部の基本方針を審議策定

する。 

(1) 新型インフルエンザ等の発生段階に応じた市の対応方針に関すること。 

(2) 社会機能の維持に係る措置に関すること。 

(3) 広報及び相談体制に関すること。 

(4) 感染予防及びまん延防止に係る措置に関すること。 

(5) 医療の提供体制の確保に関すること。 

(6) 予防接種の実施に関すること。 

(7) 物資の確保に関すること。 

(8) 市内の生活環境の保全その他の市民の生活及び地域経済の安定に係る措置に

関すること。 

(9) 新型インフルエンザ等対策の実施に際し、他の自治体その他の関係機関との連

携に関すること。 

(10) 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策に関し本部長が必要

と認めること。 

 

(副本部長) 

第4条 法第35条(市町村対策本部の組織)第3項の規定に基づき市長が指名する副本部

長は、副市長及び教育長の職にある者とする。 

2 条例第4条(職務)第2項の規定により副本部長が本部長の職務を代理する場合は、国

分寺市長の職務を代理する副市長の順序を定める規則(平成20年規則第108号。以下

「順序規則」という。)に規定する第1順位副市長、順序規則に規定する第2順位副市

長、教育長の順序によりこれを行うものとする。 

 

(条例第3条第2項第4号本部員) 

第5条 条例第3条(組織)第2項第4号に定める本部員は、次に掲げる職にある者をもっ

て充てる。 

(1) 国分寺市組織規則(昭和48年規則第21号)第5条(職の設置)第1項に規定する部

長 

(2) 国分寺市組織規則第5条第2項第1号に規定する担当部長 

(3) 国分寺市教育委員会教育次長の設置に関する規則(平成19年教委規則第3号)第

1条(目的)に規定する教育次長 

(4) 国分寺市議会事務局設置条例(昭和33年条例第15号)第2条第1号に規定する事

務局長 

(5) 会計管理者 



 

- 69 - 

 

 

(職務権限) 

第6条 本部の職員は、特に定める場合又は特に指示された場合を除き、平常の市の組

織における職務権限の例により本部の事務を処理する。 

 

(庶務) 

第7条 本部の庶務は、福祉保健部健康推進課において処理する。 

 

(委任) 

第8条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、条例の施行の日から施行する。 
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